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番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

112 R3.3.29
３次元出来形管理
等の施工管理

『切土工において、小段排水工（シールコンクリートあり）の現場
条件で、小段切土完了ごとにシールコン打設前にUAVの出来形
測量を行うのは、非効率で何段も小段が有る現場においては、
最終1回の出来形測量で良い』とされていたと思いますがこのよ
うな文書が記載されている手引き等をご教授願います。

国土交通省　ICT活用工事（土工）実施要領（別紙－４）のうち、【特
記仕様書】記載例にて下記の記載があります。記載の有無は、各
工事の特記仕様書をご参照ください。

【参考】
出来形管理にあたっては、標準的に面管理を実施するものとする
が、出来形管理のタイミングが複数回にわたることにより一度の計
測面積が限定される等、面管理が非効率になる場合は、監督職員
との協議の上、１）～９）を適用することなく、管理断面による出来
形管理を行ってもよい。また、降雪・積雪によって面管理が実施で
きない場合においても、管理断面及び変化点の計測による出来形
管理が選択できるものとする。ただし、完成検査直前の工事竣工
段階の地形について面管理に準ずる出来形計測を行い、⑤によっ
て納品するものとする。

111 R3.3.23
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

当初設計において、河道掘削50,000m3(内訳 ICT掘削25,000m3
と掘削（通常）25,000m3)であった。
ＩＣＴ施工機械1台のみで施工した場合は、ＩＣＴ建設機械の稼働
率は100%となり、ＩＣＴ掘削50,000m3と掘削(通常)0m3となるので
しょうか？

ICT活用工事（土工）積算要領　別添（参考資料）Ｐ２）変更積算に、
ICT建機稼働率に関する内容を記載していますので、ご確認頂き
ますようお願いします。
・以下URLよりICT活用工事（土工）積算要領の確認が可能です。
https://www.kkr.mlit.go.jp/plan/i-construction/related.html

111 R3.2.22
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

築堤材料を製造する3種混合攪拌と、材料となる河床掘削を行う
現場があります。掘削土（礫・砂・粘性）3種類が同時に必要であ
るため、点在する3箇所でICT掘削を行う必要がありますが、シス
テム初期費用は従来通り1式（1回分）しか計上できないのでしょ
うか。あるいは3回分の計上は認められるでしょうか。ICT積算の
考えをご教示いただけますでしょうか。

システム初期費については、施工業者への取扱説明に要する費
用等であり、土木工事積算基準書において、ＩＣＴ建設機械に要す
るシステム初期費については１工事当り使用機種毎に１式計上と
定められております。

110 R3.2.5
ＩＣＴ建機による施
工（ＩＣＴ施工）

掘削工（水中部）の面管理を施工履歴データを用いて行う場合の
事前精度確認方法について2点ご質問があります。
①　ICT建設機械 精度確認要領（案）に記載がある通り、7姿勢
（システムから提供される作業装置の位置とＴＳ計測による較差）
もしくは16点の検測　（テスト作業による検測）のどちらか一方だ
けを実施すればよいか？
②　ICT建設機械 精度確認要領（案）に記載が見当たらなかった
ため。
16点の検測　（テスト作業による検測 ）の場合は±何㎝で精度管
理を行えばよいか教えてください。

①施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）を
準用しているため、事前精度確認は下記のどちらかを実施して下
さい。
１，実際に掘削整形作業を行う方法
２，プリズムにて作業装置位置を計測する方法

②テスト作業による精度確認基準は標高較差±100mm以内となり
ます。

109 R3.2.5
３次元データの納
品

前年度の工事において、竣工前にUAV等により出来形測定を
行ったにも関わらず、完成図を書く上で、再度在来の横断測量を
実施して、完成図を作成していましたが、このやり方が正しいや
り方なのでしょうか？
3次元出来形の点群より横断図を作成するぐらいの精度の完成
図でも良いのでしょうか？

出来形図と完成平面図では扱いが変わります。
土工に関する出来形図（横断図）の場合は、i-Constructionにおい
ては作成する必要はありません。
一方、完成平面図に関しましては、従来工事と同じく作成する必要
があります。道路工事完成図等作成要領を参考に作成してくださ
い。

108 R2.11.5
３次元出来形管理
等の施工管理

河道掘削工事にて、出水期間中も施工するため、突発的な河川
の増水により施工完了箇所部分は再堆砂が懸念されるため、分
割施工により協議することになった。最終的には分割箇所毎の
出来形データを合成する予定ですが、全施工エリア完了後も出
来形測量を行わなければならないのでしょうか？

　分割施工により出来形管理を行う場合には、段階確認を分割エ
リアごとに受けることで、全体完了後の出来形計測は行う必要が
ありません。
　また、水中部となる箇所であれば、施工履歴での出来形管理を
選択し、施工履歴の結果が正しい値かどうか、階確認を受けること
で施工履歴を出来形管理として利用できます。この場合も同様に
全体完了後の出来形計測は行う必要がありません。

107 R2.9.3
３次元出来形管理
等の施工管理

河川土工においてTLSによる出来形計測を計画していたのです
が、湧水が発生してしまいTLSによる計測が出来ません。
面管理ではなく、TS出来形による管理に変更することは可能で
しょうか？

ＩＣＴ活用工事（土工）実施要領（別紙－４）の１－３④の３次元出来
形管理等の施工管理には、下記（上段）の記載があります。
　本記載により、施工現場の環境条件により、ＴＳ等光波方式を用
いた出来形管理による断面管理を実施した場合でもＩＣＴ活用工事
とすることが記載されています。
　また、ICTの全面的な活用の推進に関する実施方針「別紙－４
ICT活用工事（土工）実施要領」の記載例には、下記（下段）の記載
となっており、監督職員との協議によることとなっています。

106 R2.8.17 ３次元起工測量

空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領(土工編)
の4-3　2)標定点及び検証点の設置・計測の留意点においてSfM
（Structure from Motion）の利用においてカメラ位置を直接計測
できる手法（ＲＴＫ、ネットワーク型ＲＴＫ、ＰＰＫ、自動追尾ＴＳ等）
を”併用”する場合はと記述があります。弊社は今後、カメラ位置
を直接計測できる手法(RTK)を用いたUAV測量を考えています
が、従来のUAV測量と併用ではなくRTKを用いたUAV測量のみ
での測量は現段階で可能でしょうか。また、使用できるUAVの指
定はあるのでしょうか。
※精度確認試験で起工100㎜以内、出来形50㎜以内が確保でき
るUAVであれば使用可能なのか。

要領上の“併用”とは“空中写真測量機器（UAV＋カメラ）”に加え
“カメラ位置を直接計測できる装置”を使用する事を指します。した
がって、カメラ位置を直接計測できる機能を持ったUAVのみでの計
測は可能です。また、精度が担保できる機器であれば利用する機
材（性能や仕様）についての制限はありません。

105 R2.6.11 ３次元起工測量

起工測量時にレーザーUAVを検討していますが、手引きによれ
ば「UAVレーザー本体が2周波GNSSであること」となっております
が、1周波GNSSを複数搭載ししているテラドローン社製のテララ
イダーを使用する事はできないのでしょうか？

現状では手引にあるように、2周波GNSS搭載のUAVでなければ計
測に利用できません。
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104 R2.6.5
３次元起工測量及
び３次元設計デー

タ作成

発注者指定型の場合、必要経費は当初設計で計上しているとあ
りますが、必要経費とは何を指しているのでしょうか。その中に３
次元起工測量と３次元設計データ作成は含まれているのでしょう
か。

ＩＣＴ活用工事　発注者指定型における当初設計で計上している内
容につきましては、工事毎の入札公告文及び設計図書にて明示し
ております。
　そのため、お手数お掛けしますが、当初計上している必要経費
の内容につきましては、工事毎に確認して頂く必要がございます。

103 R2.6.5
３次元起工測量及
び３次元設計デー

タ作成

「ＩＣＴ活用工事積算要領」では３次元起工測量・３次元設計デー
タの作成を必要とする場合は、共通仮設費の技術管理費に計上
するものとし、必要額を適正に積み上げるものとする。とあります
が具体的な方法等ご教示ください。現状では３次元起工測量・３
次元設計データの作成は施工業者が実施しているが、本来はそ
れぞれ測量業務、設計業務において実施させるものという点か
ら、見積作成時において、測量業務、設計業務の直接人件費や
諸経費の考え方としていいのでしょうか。

・３次元起工測量、３次元設計データの作成に要する費用につきま
しては、受注者からの見積り徴収結果に基づき、計上しておりま
す。
・見積りにおける計上内容につきましては、各発注者からの見積り
依頼書などの条件に基づき、見積を作成してください。

102 R2.5.11
ＩＣＴ建機による施
工（ＩＣＴ施工）

ICT地盤改良（浅層・中層）についての内容を確認したところ、施
工履歴データを用い、施工底面・施工範囲などにバケットの軌跡
データを残す。これだけでは不十分であり、ICT施工としては認め
られない。
刃先回転数やトレンチャー回転データの提出が必須であり、それ
らのデータを記録出力する手段が必要。
ノーマルバケットはそもそも、回転などしないため、ICT地盤改良
に用いることは不可能。
このような認識でよろしいのでしょうか？

ノーマルバケットは中層地盤改良・表層地盤改良ともに適用できま
せんが、ミキシングバケットであれば浅層地盤改良に限り適用でき
ます。ただし、下記の機能を有するＩＣＴを搭載している必要があり
ます。

【浅層地盤改良で必要となるICTの機能】
（要領（案）「４－３　ＩＣＴ地盤改良機械の機能確認」参照）
(1)撹拌判定・表示機能
(3)施工範囲の分割機能
(4)撹拌装置サイズ設定機能
(5)システムの起動とデータ取得切替機能
(6)施工完了範囲の判定・表示機能
※(2)改良材注入量等計測・表示機能　については浅層地盤改良
の場合不要です。浅層地盤改良の場合、改良材を地表に散布す
る際の面積あたりの散布量を従来と同様に管理します。
※(7)出来形管理資料作成機能　については中層地盤改良にのみ
必要となります。
   また、浅層地盤改良工では以下の出来形管理資料の提出が求
められます。

【浅層地盤改良の出来形管理資料】
（要領（案）「５－１　出来形管理資料の作成」参照）
（１）全体改良範囲図
※（２）施工管理図、（３）施工データグラフは中層地盤改良でのみ
必要となります。従って浅層地盤改良では、撹拌時の回転数を記
録する必要はありません。

101 R2.3.8
３次元出来形管理
等の施工管理

「地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（案）平成
30年3月」 P.15内において「ＴＬＳの計測性能はメーカのカタログ
あるいは国土地理院が認めた第三者機関の発行する試験成績
書あるいは検査成績書などで性能を確認することができる場合
がある。この場合、ＴＬＳの計測精度を確認する試験方法として
JSIMA115 に基づく試験成績表において座標測定精度が 14mm
以内であることを確認し、確認結果として当該試験成績表を監督
職員に提出することが考えられる。試験成績表から推定可能な
使用範囲を超えて測定する場合等、上記によることが出来
ないと判断した場合は、利用前に以下の確認を行うこととする。」
と記載されております。この記載について、JSIMA115に基づいた
試験に対応していないスキャナを使用する場合、同要領に記載
されている精度確認試験結果を行い、規定の測定精度を満たし
た場合は、出来形計測に使用する事に問題ないという解釈で良
かったでしょうか。

JSIMA115に基づいた試験を行っていない機器の場合には、要領
に記載されている、事前精度確認試験を実施することで出来形計
測に使用することができます。

100 R2.3.25
３次元出来形管理
等の施工管理

土量の算出方法について点高法、TIN分割、プリズモイダル法が
標準とされていますが、どうして港湾分野では、点高法が標準と
されていないのでしょうか？点高法のソフトを使っていた場合、港
湾分野では利用できないのでしょうか？

「３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（浚渫工編)」を作
成する時に、TIN分割、プリズモイダル法で数量計算方法の妥当
性を確認したためです。
「３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（浚渫工編)」に記
載しているとおり、TIN分割、プリズモイダル法でお願いいたしま
す。

99 R2.3.6
ＩＣＴ建機による施
工（ＩＣＴ施工）

ＩＣＴ施工における後付けのマシンガイダンスについて質問です。
①後付けマシンガイダンス（従来機に後付けしてマシンガイ
　ダンスにする）をi-Con現場で使用する前に、精度検証を行
　う必要が有るか否か。
②上記を行うとしたら、油圧ショベルの検証方法は３２姿勢
　なのか、７姿勢なのか？などの具体的内容を教えて下さい
③後付け建機を装着機専用にしたら、精度検証実施機の２
　回目以降は必要か？不要か？
④一度精度検証を行った機体を別の現場で精度検証無で使
　うことが出来るでしょうか？

施工機械等から発生する「施工履歴データ」を用いた出来高・出来
形管理を実施するという前提でお答えすると、
①精度検証を実施する必要があります。
②7姿勢で実施してください
　　参考：ＩＣＴ建設機械 精度確認要領（案）平成３１年３月
③④現場ごとに精度検証を実施する必要があります。

「施工履歴データ」を用いた出来高・出来形管理を実施しないので
あれば必須ではありませんが、施工精度の担保等の為に精度検
証を実施することを推奨します。
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98 R2.3.2
３次元出来形管理
等の施工管理

ICT活用工事（指定型）における「軟岩掘削5,000m3以上」の、積
算と出来形管理の考え方についてうかがいます。
法面整形では積算基準があるため法面整形（切土部）（ICT）軟
岩となり出来形管理基準（H31.4月）においても法面（軟岩Ⅰ）とし
て規格があります。一方掘削の場合掘削ICTの積算基準に軟岩
掘削はないため、積算はブル掘削（リッパ掘削）となりますが、平
場（路床等仕上げ面）には軟岩用の規格はありません。軟岩の
仕上げを規格値内に納めるにはリッパ掘削では不可能なので協
議の上、軟岩平場は面管理から除外し旧来の管理とする。と考
えればよろしいでしょうか。

現状、平場（路床等仕上げ面）には軟岩用の規格はありませんの
で、面管理を行う場合は、掘削の面管理規格値を適用します。リッ
パ掘削等、均一な面を整形することが困難で面管理基準に沿った
管理を行うことで生産性が著しく下がる場合は、監督職員と協議の
上、面管理から除外し従来管理を行ってください。

97 R2.2.10
３次元データの納
品

1つの工事にi-con業務が2工区あります。工区ごとで電子納品を
作成することは可能でしょうか。

１工事で複数工区がある場合においても、原則、１工事につき１電
子納品（枚数は複数枚でも可）です。
また、１工事で複数のＩＣＴ活用工種（土工と舗装工等）がある場合
においても、原則、１工事につき１電子納品（枚数は複数枚でも可）
です。
工区毎もしくは工種毎に電子納品を作成する特別な理由がある場
合は、監督職員等と協議の上、決定して下さい。

96 R2.2.3
３次元出来形管理
等の施工管理

地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事
編）（案）の「４－４ 出来形計測箇所」に下記のような記載があり
ます。
・厚さに代えて標高較差で管理する場合
標高較差で管理を行う場合は、直下層の目標高さに直下層の標
高較差の平均値、設計厚さを加えた管理対象面の目標高さを設
定し、この高さと計測高さの標高較差で管理を行う。
表層のみを3次元で標高較差にて管理を行う場合、以下の3つの
データで舗装ヒートマップを作成してよいか確認お願い致しま
す。
『表層の計測点群データ』＋『表層の3次元設計データ』＋『オフ
セット値』
※オフセット値はTS出来形管理により、計測した結果を用いる

『表層の計測点群データ』＋『表層の3次元設計データ』＋『オフ
セット値』でヒートマップを作成することは可能です。ただし、ＴＳ等
光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）平成３１年
４月に規定されている計測性能で、オフセット値を算出する層のTS
出来形管理を実施していることが必須となります。

「ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）平成
３１年４月」
２－２ 出来形管理用ＴＳ本体の計測性能及び精度管理
【解説】
(1)出来形管理用ＴＳの計測性能等
1）計測性能
～略～
ただし、舗装工の厚さまたは標高較差管理に出来形管理用ＴＳを
用いる場合で表層、基層を除く場合には、鉛直角の最小目盛値が
５″またはこれより高精度であること。鉛直角の最小目盛値はメー
カーのカタログあるいは機器仕様書で確認することができる。ま
た、舗装工の層厚管理に出来形管理用ＴＳを用いる場合で表層、
基層を含める場合は、国土地理院認定１級と同等以上の測定精
度を有し高度角自動補正装置が搭載され適正な精度管理が行わ
れている機器であることを確認する。

95 R2.1.31
３次元出来形管理
等の施工管理

ICT活用工事（舗装工）の起工測量計測時期等について質問で
す。
（現場施工断面：土工（掘削、盛土）+路床+下層路盤+上層路盤+
表層）
舗装工での３次元起工測量のTLS計測時期は施工前の地盤の
地形（路床完了後）という認識でよろしいでしょうか。また路床完
了後の場合、規制の関係で一部舗装版・構造物等が残置してい
た場合、それらをすべて取り壊してから、路床面で起工測量を行
うべきでしょうか。それとも、一部路床完了後の段階でTLSで全体
を測量していれば、起工測量として満足しているのでしょうか。

今回のご質問の件ですが基本的には監督職員と協議の上、決定
していただく内容となりますので、現場条件に応じて監督職員と協
議し実施方針を決定してください。
（参考）
・起工測量は工事の着手時の現況を測る作業ですので、ＩＣＴ対象
工種着手時に1回計測します。例えば、ICT活用工種として土工と
舗装を実施し土工完了面に舗装する場合ということであれば、土
工着手時に１回計測を実施すれば良いです。（その場合は、土工
の出来形計測結果を舗装の起工測量結果とすることも可能です。
なお、ＩＣＴ舗装で認められている計測器での計測が必要となりま
す。）ただし、土工完了後に別工種等の作業実施を経て舗装を実
施する（土工完了面＝舗装着手面と見なせない）のであれば、舗
装着手時の時点で再度計測を実施する必要があります。
・ご質問の「規制の関係で一部舗装版・構造物等が残置していた
場合」で、その範囲がＩＣＴ活用対象範囲に含まれており、ＩＣＴ対象
工種着手時に計測していない範囲となれば、部分的に計測追加の
必要があると思われます。

94 R1.9.11
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

盛土工事にて設計では、ICTブルによる施工歩掛となっている場
合等について
上記盛土工事において現場施工時にICTバックホウを代替機種
として使用した場合、盛土工時はICT機種としては扱うことができ
ないと言う事案を、よく聞くのですが、設計の機械を使用しないと
いけないのでしょうか？
このような場合にはあくまでもICTバックホウをICTブルとして積算
を行うことが妥当ではないでしょうか？

積算でICTブルドーザが計上されているが、実際に現場で使用す
る機種がICTバックホウである場合に、ICTブルドーザの使用台数
が０台であるため、ICT建機使用割合を算出するにあたり、全て通
常建機として計上されるのかどうかを確認されているのかと思いま
す。
任意施工のため、積算で計上しているICTブルドーザは、現場で必
ずICTブルドーザを使用することを縛るものではありません。その
ため、成果に問題がなければ、ICTバックホウを使用していただい
ても結構です。
積算では、現場で使用しているICTバックホウ台数を積算上のICT
ブルドーザ台数と見なして、ICT建機使用割合を算出します。

93 R1.8.20
３次元出来形管理
等の施工管理

「ＩＣＴ建設機械 精度確認要領（案）」「3.8.1バックホウ作業装置の
位置精度の確認」について質問です。
（1）1)の確認方法では±50㎜以内でOKと記載がありますが、（1）
2)の方法では精度確認基準の記載がありません。施工履歴デー
タを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）と同様に±
100㎜以内でよろしいでしょうか。

「ＩＣＴ建設機械 精度確認要領（案）」
3.8.1バックホウ作業装置の位置精度の確認
（１）ＩＣＴバックホウにおける作業装置の位置の計測精度について
の確認方法
２）テスト作業による検測
に記載されています「これが求める精度確認基準を満足しているこ
とを確認する。」は、施工履歴データを用いる際に適用している要
領等に記載されている精度確認基準を満足していることの確認を
指します。
例えば「施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事
編）（案）」を用いて出来形管理を行う場合のテスト作業による精度
確認の精度確認基準は「標高較差：±１００㎜以内」となります。
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92 R1.7.30
３次元出来形管理
等の施工管理

『施工履歴データを用いた出来形管理要領(河川浚渫工事
編)(案)H30.3月』のP.44 2)静止状態での精度確認について、1姿
勢での確認のみでよい。と記載されているが、『MC/MG技術
(バックホウ編)の手引き』のP.18では8ケース以上の精度確認が
必要と記載されています。どちらを採用したらよいのでしょうか？

『施工履歴データを用いた出来形管理要領(河川浚渫工事
編)(案)H30.3月』の精度確認を施行日毎に１回実施してください。
『施工履歴データを用いた出来形管理要領(河川浚渫工事
編)(案)H30.3月』と『MC/MG技術(バックホウ編)の手引き』の精度確
認では、確認のタイミングと意味合いが異なります。『施工履歴
データを用いた出来形管理要領(河川浚渫工事編)(案)H30.3月』に
記載の静止状態での精度確認は、施工日毎に１回実施する精度
確認方法を意味しており、『MC/MG技術(バックホウ編)の手引き』
に記載の精度確認は、機器取付・システム設定時に実施する精度
確認方法のことを意味しています。

91 R1.7.30
３次元出来形管理
等の施工管理

『施工履歴データを用いた出来形管理要領(河川浚渫工事
編)(案)H30.3月』P43に記載してあるテスト作業による精度確認方
法として2種類あり、当現場においては3DMGを採用しようとして
います。精度確認方法として「①実際に掘削整形作業を行う方
法」をしようと考えており、この方法は平場を整形するにあたり、
整形面の基準高さを設定しなければならないのでしょうか？ま
た、任意の高さで整形した基準面とTSでの標高交差を比較した
ものでいいのでしょうか？

任意の高さで整形した基準面で取得された施工履歴の標高と、TS
で計測した標高を比較し評価する方法で問題ありません。

90 R1.7.17
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

3次元起工測量の見積り提出を求められますが、測量業務積算
基準の第１１節　三次元点群測量　１１－１　UAV写真測量（１）
標準歩掛等の作業工程に基づき見積りを作成しなければならな
いのでしょうか？また、この歩掛を適用すれば見積りは作成しな
くてもよいのではないでしょうか？

測量業務積算基準の　第１１節　三次元点群測量　１１－１　UAV
写真測量　（１）標準歩掛等　の作業工程に基づいて、見積りを作
成する必要はありません。
対象工事の現場条件等を考慮した見積りの作成を実施してくださ
い。

89 R1.7.16
３次元出来形管理
等の施工管理

「施工履歴データを用いた出来形管理要領(河川浚渫工事編)
（案）」(H30.3月)のP.13に記載されている施工期間中の日々の精
度確認方法は、事前に座標値がある木杭等において代替の精
度確認しても問題ないのでしょうか？また日々の精度確認方法と
は静止状態での精度確認なのでしょうか？

日々の精度確認方法について、事前に座標値がある木杭等にお
いて精度確認を実施しても問題ありません。また、日々の精度確
認は静止状態で実施してください。

88 R1.7.3 ３次元起工測量

「施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）」
を用いて施工を行うときの起工測量について、質問です。
水中部が浅くて、シングルビームorマルチビームで水中測量が
難しい場合は、どういった対応を行えばよろしいでしょうか。

水深が浅く音響測深機器を用いた起工測量ができない場合、管理
断面間隔より狭い間隔で従来手法（レベル等）の起工測量を行
い、数量算出において平均断面法と同等の計算結果が得られるよ
うにTINで補間し、３次元設計データを作成してください。

【参考】
音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）
第３章 ３－１起工測量 【解説】２）起工測量設計データの作成
受注者は、計測した点群座標の不要点削除が 終了した計測点群
データを対象にＴＩＮを配置し、起工測量計測データを作成する。自
動でＴＩＮを配置した場合に、現場の地形と異なる場合は、ＴＩＮの結
合方法を手動で変更してもよい。また、管理断面間隔より狭い範
囲においては、点群座標が存在しない場合は、数量算出において
平均断面法と同等の計算結果が得られるようにＴＩＮで補間しても
よいものとする。

87 R1.6.26
３次元出来形管理
等の施工管理

「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工
編）（案）」P64の中ほどのイラストに、空撮飛行の最大距離と記
載されておりますが、
・最大距離の設定方法を教えていただきたいです。
・なぜ必要なのでしょうか。

・最大距離の設定について
最大距離の設定は、ＴＳの設置予定箇所とＵＡＶの計画飛行経路
の一番離れている箇所の距離を設定し検証してください。
・必要性について
カメラ位置計測を併用する空中写真測量（ＵＡＶ）では、ＴＳによりＵ
ＡＶを自動追尾し撮影箇所の座標を記録します。そのため、ＴＳの
計測精度が空中写真測量の精度に直結するので、ＵＡＶ空撮飛行
の最大距離でのＴＳの計測精度が重要になります。

86 R1.6.14
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

「i-Constructionにおける「ＩＣＴの全面的な活用」の実施について
（H31.4）」の別紙１６のICT積算（床掘）１.適用範囲に、【ICT床掘
については、ICT掘削、ICT盛土等と同時にのみ適用】とありま
す。システム初期費については、計上できず同時に施工する
ICT掘削、ICT盛土等で支払われるという解釈をしております。
そこで、質問ですが、ICT盛土工（ブルドーザ）施工の際に床掘の
為、バックホウを投入した場合のシステム初期費はどのようにな
るのでしょうか？
上記の場合、種類の異なる建設機械の為、システム初期費は計
上できるという認識でよろしいでしょうか？

作業土工（床掘）（ＩＣＴ）については、掘削（ＩＣＴ）又は路体（築堤）盛
土（ＩＣＴ）又は路床盛土（ＩＣＴ）と同時に実施する場合に適用できる
ものとなります。
お問い合わせ頂いたとおり、同一工事の中で盛土工ではブルドー
ザ、床堀ではバックホウを使用される場合は、機種毎にシステム
初期費を計上することとなります。
なお、一つの工事で１機種１回の計上となりますので、ご注意くだ
さい。

85 R1.6.6
３次元出来形管理
等の施工管理

機器の取付(オフセット)・喫水確認・パッチテストについてですが、
港湾でZボート型(一体型におけるリモコンボート)を使用します。
河川で使用する「音響測深機器を用いた出来形管理要領(河川
浚渫工事編)平成30年3月」では、『一体型の場合はカタログ数値
を記録簿に記載する』(P.15)とありますが、港湾で使用する仕様
書「マルチビームを用いた深浅測量マニュアル(浚渫工事編)」(平
成31年4月改定版)において一体型についての記載がありません
が、「音響測深機器を用いた出来形管理要領(河川浚渫工事編)
平成30年3月」を参考にしてもいいのでしょうか？

「音響測深機器を用いた出来形管理要領(河川浚渫工事編)平成
30年3月」を参考にして頂いて問題ありません。

84 R1.5.30
３次元出来形管理
等の施工管理

河道掘削の工事において、ＩＣＴ活用工事として施工はしないので
すが、他社の測量データを起工測量データとして、出来形管理を
面管理（音響測深機器(ナローマルチ)を用いて計測）で実施した
いと考えています。ＩＣＴ活用工事で無い場合でも面管理の出来
形管理基準を用いても問題無いでしょうか。

従来施工箇所の出来形管理を面管理するのは可能ですが、他社
の計測データを起工測量結果とする事も含めて出来形管理方法
について、施工開始前に監督職員と協議して決定してください。
また、面的な出来形評価を行う上で、3次元設計データは必要とな
るので、3次元設計データを出来形評価用に作成する必要があり
ますので留意ください。
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83 R1.5.20
３次元出来形管理
等の施工管理

河川のICTを用いた掘削工に関する質問です
今回、河床掘削（水中部）においてICT活用工事として認められる
という発表がありました。では、河道掘削（水中部）に対しては
ICT活用工事として認められるでしょうか。河床と河道は隣り合っ
ている場合も多く、河道であっても現場では水中掘削になる場合
もありえます。逆に河床掘削といっても、水換え等を行った場合
水中掘削でなくなる場合も考えられます。
そこで以下に質問をまとめました
1.河道掘削（水中）はICT施工として認められるのか
2.ディープウェル工法やウェルポイント工法等で水換えを行った
場合の河床掘削はICT施工として認められるのか
3.河床と河道を明確に分ける基準は何か
4.水中掘削の定義とは何か

下記のとおり回答します。
1.　「ＩＣＴ活用工事（土工）実施要領（H31.4）」に記載がある「施
　工履歴データを用いた出来形管理（河床掘削）」を見られての
　問合せかと思われますが、ＩＣＴ活用工事の管理基準に「河
　床」「河道」の区別はありません。「ＩＣＴ活用工事（土工）実施
　要領（H31.4）」１－４．ＩＣＴ活用工事の対象工事（１）対象工種
　にて、「河川土工－掘削工（河床等掘削含む）」とされていま
　す。
　　また、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）【平成31年
　3月】」に記載されている工種等（河川土工-掘削工-水中部・
　面管理の場合）が、「施工履歴データを用いた出来形管理（河
　床掘削）」の該当工種になりますので、河道掘削（水中）もICT
　活用工事として施工可能です。
2.　水替えを実施して施工箇所がドライになる場合でも、ＩＣＴ活
　用工事としての施工は可能です。ただし、管理基準値を水中
　部とするかどうかは発注者と協議してください。
3.　上記1.の回答のとおり、ＩＣＴ活用工事の管理基準に「河床」
　「河道」の区別はありません。施工（管理）箇所が水中部かど
　うかの区分となります。
4.　掘削作業箇所あるいは施工管理箇所が水中部となる場合
　を指します。

82 H31.4.5
３次元出来形管理
等の施工管理

空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管理要領(土工編)１
－５施工計画書の（５）撮影計画において「撮影区域を完全にカ
バーするため、撮影コースの始めと終わりの・・」とありますが、こ
の始めと終わりとは1回の飛行内で隣接する複数コースのそれ
ぞれ始めと終わりという事でよいのでしょうか。また、撮影区域の
外側に２枚の空中写真が必要ということでしょうか。

撮影区域の外側という意味です。撮影区域が広く、1度の飛行では
計測できない等、撮影区域を複数回に分けて計測する際は、隣接
するコースとのラップ率が規定通り確保できるよう撮影計画の立案
を行ってください。

81 H31.4.5
３次元出来形管理
等の施工管理

ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル(案)第６７条の評定点の残差
及び検証点の較差点検は、使用するソフトから出力されるレポー
トの数値で点検して良いということでしょうか。

三次元形状復元計算ソフトで直接検証点の位置座標を求めること
ができる場合は、ご質問のとおり、ソフトウェアから出力されるレ
ポートの結果での点検で良いです。精度確認結果報告書にレポー
トで出力された検証点の計算座標と較差を記載してください。

80 H31.2.27
３次元出来形管理
等の施工管理

ICT活用工事Ⅰ型工事（堤防拡幅工事）を受注し、当初に行う施
工範囲の協議にて3次元出来形測量を部分的（堤防天端の舗装
下部）に3次元出来形測量から除外しました。この場合において、
情報化施工でのTS（測点毎）は必須となりますが、ICT土工での
TSによる面管理も必要となるのでしょうか？
弊社の見解としては、TS面管理は小規模土工現場や、点群の抜
けを補間する場合に用いることと理解しております。広範囲の3
次元出来形測量を除外した場所でTS面管理を行うことは必須で
しょうか？
（堤防天端は600ｍ程度の延長の片押しとなり、一定の延長を仕
上げた後、すぐに路盤材を入れたいので天候や効率を考慮し施
工範囲協議にて3次元出来形測量範囲から除外しました）

3次元出来形管理（面管理）の除外をした場合は、従来の出来形
管理（TS出来形による測点管理または、テープやレベルなどによ
る出来形管理）を実施することになります。
ただし、面管理を実施しなかった範囲については、検査の実施方
法についても従来どおりの実施方法が必要となりますので注意し
てください。

79 H31.1.31
３次元出来形管理
等の施工管理

【ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領】（H29.3）【2.5精度
の確認】では、『GNSSが以下の性能を有し適正に精度管理が行
われていることを検査成績書により確認し、確認資料を提出す
る。』と記載がありますが、この時提出する検査成績書は1年以
内に発行したものでないといけないでしょうか？
1年以内でないといけないといった記載は要領に見当たらず、
メーカーに問い合わせてもGNSS受信機は測量機ではないので１
年に1度毎回やらなくてよいと言われました。その代わりに毎回
現場の既知点で精度確認を行うことで精度を担保しているという
認識でよろしいでしょうか。

「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領（H29.3）」の「2.5精度
の管理」の記載は、「GNSSが以下の性能を有し適正に精度管理
が行われていることを検定書あるいは校正証明書により確認し、
確認資料を提出する。」です。
確認資料が検定機関あるいは測量機器メーカ等が発行する有効
な「検定書あるいは校正証明書」となる場合については、その有効
期限内であれば確認資料として問題ありませんが、測量機器メー
カが発行する「検査成績書」の場合は機器使用日から１年以内の
もので確認する必要があります。
また、校正証明書等がない場合においては、現場内に設置してい
る工事基準点等の座標既知点を複数個所で観測し、既知座標と
GNSSの計測座標の観測差が所定の要求精度「水平精度±
20mm、垂直±30mm」以内に合致していることを確認した試験結果
を提出することでも代替可能です。計測方法は、図2.8を参照願い
ます。
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78 H31.1.30
３次元出来形管理
等の施工管理

【ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領】（H29.3）【事前
チェックシート（GNSSの場合）】（45頁）【精度確認】の確認内容で
『ＧＮＳＳ測量機器が以下の性能を満足していることを確認できる
機器メーカ等が発行する書類（証明書・カタログ・性能仕様書等）
があるか？』と記載がありますが、機器メーカ等が発行する書類
（証明書・カタログ・性能仕様書等）は精度が確認できれば提出
はいづれか1つのみで良く、すべてを提出する義務はないという
認識でよろしいでしょうか？

事前チェックシートに記載された精度確認資料としては、機器本体
の測定精度が「水平精度±20mm、垂直±30mm以内」であること
が記載されている資料であれば、証明書・カタログ・性能仕様書等
のいずれか１つのみの提出でかまいません。

【参考】
「ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領」においてＧＮＳＳを
用いる場合に提出が必要な精度確認資料については以下のとお
りです。
①性能を示す資料
求められる性能は、以下となります。
「ＧＮＳＳにおいては セット間較差又は座標既知点との較差」
【水平(ｘｙ) ±20mm　　，垂直(z) ±30mm】
これを示す資料として、機器本体の測定精度が、水平精度±
20mm、垂直±30mm以内であることが記載されている資料が必要
です。計測性能が記載されているカタログ、性能仕様書、証明書
の何れか１つでかまいません。
②適正な精度管理の結果を示す資料
測量装置としてアンテナのゆがみの有無なども含め正しい計測が
できるが重要です。このため、精度管理の結果を示す資料の提出
が必要です。
精度管理の資料としては、検定機関あるいは測量機器メーカ等が
発行する有効な校正証明書で確認することができます。この他、
校正証明書がない場合においては、現場内に設置している工事基
準点等の座標既知点を複数個所で観測し、既知座標とGNSSの計
測座標の観測差が所定の要求精度（上記①記載）に合致している
ことを確認した試験結果を提出することでも代替可能です。計測方
法は、図2.8を参照願います。

77 H31.1.30
３次元出来形管理
等の施工管理

『音響測深機器を用いた出来形管理の監督・検査要領』(河川浚
渫工事編)平成29年3月 国土交通省 P.5 5-5について、「監督職
員は、受注者が実施(音響測深機器による計測を実施する前に
行う)した音響測深機器の測定精度に関する資料を受理した段階
で・・・」と記載されているが、現実的に、音響測深機器を用いた
精度確認については、現場で合否することができない。実際は、
会社にて解析しないと合否ができないのが現状である。出来形
測定の当日に測定した精度確認を後日解析し結果が合格であ
れば、次段階の出来形管理図表の作成を行うとのことでよろしい
でしょうか。
【(現場にて)出来形測定→精度確認→出来形測定→(会社にて)
精度解析(OK)→出来形管理図表の作成】精度解析で不可であ
れば、再測定という解釈でよろしいでしょうか？

現場の計測と同時に精度検証を行う場合、ご質問のとおり、精度
検証結果が不合格の場合、その音響測深機器にて計測した結果
は出来形値として利用することができないため、再度計測および
精度検証が必要となります。（出来形測定を実施する前に精度確
認を実施し、精度確認が出来ている音響測深機器で出来形測定
を実施する手順もありますが、船体から一度取り外してしまいます
と、再度精度確認が必要となりますので留意が必要です。）

76 H30.12.10
３次元出来形管理
等の施工管理

出来形管理要領で「カメラキャリブレーション及び精度確認試験
結果報告書」を提出することになっていますが、UAVを用いた公
共測量マニュアルにて、三次元点群作成時にセルフキャリブレー
ションを実施することを標準とするとなっています。セルフキャリ
ブレーションで実施した場合、カメラキャリブレーションの実施記
録には、どのような記載をすべきでしょうか？入力しないのが良
いのでしょうか？それとも、SfM解析などでセルフキャリブレー
ションを実施した時の日付や情報になるのでしょうか？

カメラキャリブレーションをセルフキャリブレーションで実施された
場合は、「カメラキャリブレーションの実施記録」に下記のとおり記
載してください。
　実施年月：セルフキャリブレーションを実施した日
　作業機関名：「セルフキャリブレーションによる」と記載する
　　　　　　　　　と共に「使用したソフト名」を記載してください。
また、使用するアプリケーションによっては、セルフキャリブレー
ションレポート等が出力されるため、それを添付することで代替と
することも可能です。

75 H30.12.3
３次元出来形管理
等の施工管理

音響測深機器を用いた出来形管理要領(河川浚渫工事編)(案)の
「平均値」と「個々の測定値」の考え方について
1)平均値とは全体面積での平均値でよいのか？
2)個々の計測値では+400以下と記載しているが、全体で+400以
下となるよう施工し、かつ全体の平均値が0以下になるようにす
ればいいのか？
　例)100m2の施工範囲があり、50m2の分では+390㎜であり、
　　　残りの50m2では-400㎜で施工した場合、平均値が-10㎜
　　　となるが、そうゆう管理でいいのか？

１）出来形管理に用いる平均値は「出来形評価用に間引いた
　点群の平均値」を意味しています。
２）個々の規格値と平均の規格値の考え方の理屈はご質問
　の通りですが、最終的な評価はヒートマップで行うため、ご
　質問どおりの管理を行った場合、ばらつきや見栄えなど評
　価に影響が出る場合が考えられますのでご留意ください。

74 H30.11.26 ３次元起工測量

起工測量において、全体の1部を起工測量し、その他の範囲を貸
与データ(他社データデータ)によって3次元化する場合は最終的
に①の起工測量の分野でICT施工と認められるのですか？(起工
測量 1割：　貸与データ(他社データデータ)　9割)

現地起工測量は、工事前に測量を実施し現地盤線などを確認し、
設計変更等工事数量算出などに使用する重要な測量となっており
ます。
そのため、基本的に工事着手前に実施するものと考えておりま
す。
例えば、前工事が完了し、すぐに同じ現場へ着手する場合など
は、前工事の完成時の測量結果を用いることも考えられますが、
この場合は起工測量を実施したことになります。
ただし、施工者の責において起工測量をしたこととなりますので、
現地盤と前工事完成時測量と相違があったとしても変更対象にな
りませんのでご留意ください。

73 H30.11.21 ３次元起工測量

弊社はUAVによる写真測量の際、3次元形状復元後に写真の重
複率を算出できないソフトを使用しています。施工計画書には起
工測量の進行方向ラップ率90％以上、隣接方向ラップ率60%以
上で撮影計画を提出し、実際の計測も上記のラップ率で実施しま
した。その後、発注者より実際のラップ率がどの程度か知りたい
と問い合わせがありました。
このような場合重複率を算出方法はありますか？また、90％以
上の進行方向ラップ率で計画した場合の進行方向の最低ラップ
率はあるのでしょうか？その際何％になりますか？

実際のラップ率の確認については、例えば以下のような方法が想
定されますが、具体的な方法については発注者との協議をお願い
いたします。
１．ラップ率が算出される写真測量ソフトを使用する。
２．写真の枚数からおよそのラップ率を計算する。
３．代表的な箇所で隣り合った写真２枚を抽出し、変化点の
　　位置や写真の重なり具合でラップ率を確認する。
また、出来形管理要領では進行方向のラップ率を最低90%以上で
計画した場合の、実際のラップ率を確認することまでは求めていな
いため、実際のラップ率の規定はされていません。
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72 H30.11.12 ３次元起工測量

河川浚渫ICTについて質問です。三次元起工測量の計測方法で
すが水深が約10㎝～20㎝程度でLS、UAV、マルチビームにての
計測が不可能な現場が多くあります。このような場合の計測方法
として横断測量（平均断面法以上の土量計算が可能な間隔で）
にてTIN配置を行う方法でよろしいでしょうか？

起工測量において、やむを得ず点群が欠損した場合、以下の対応
が認められています。
音響測深機器で計測できない範囲については、従来の起工測量
を実施し点群の補完を行ってください。

71 H30.11.7
ＩＣＴ建機による施
工（ＩＣＴ施工）

32姿勢によるバケット刃先精度確認は【施工履歴データを用いた
出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）】にて行う必要がありま
すか？
ICT施工ヘルプデスクQ&A64番に記載がありますが、再度ご確認
をお願い致します。

ＩＣＴ施工ヘルプデスク問合せ一覧No.６４の回答は、作業装置の計
測精度確認が必要な場合について回答したもので、計測精度確認
方法を限定したものではありません。
「施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）
（案）」に則って出来形管理を実施される場合は、「施工履歴データ
を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）」に記載されて
いる方法で作業装置の計測精度を確認してください。

70 H30.10.24 ３次元起工測量

空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理出来形管理に
ついて
今回受注した、河川掘削工事の現場内のの一部に、道路橋が横
断しています。道路橋の直下となる幅は、18ｍ程度であるため、
起工前測量時の道路橋の直下となる場所については、UAV斜め
撮りによる半手動撮影にて写真を撮ろうと計画しています。かつ
撮影結果にて、点群が不足する個所については、TS面管理にて
点群を取得する計画であります。
上記の計画を、起工前測量施工計画に記載したところ、なかな
か受け入れてもらえません、せっかくのICT工事なので、部分的
なTS管理は極力避けたく思います。レーザー測量についても、写
真測量についても、計画通り測量を行っても点群を計画通り取得
できる保証は100パーセントではないと思います。
記述の施工計画は不適当なのでしょうか？

現在の要領等では、カメラの向きに対しての制限は記載されてい
ないため、地上画素寸法とラップ率、計測精度が規定範囲内で撮
影されたことを証明する資料が提出可能であれば、斜め写真での
計測も可能です。
ただし、斜め写真は垂直写真と異なり、撮影範囲は奥が広い台形
となるため、写真内の位置で地上画素寸法や対地高度が変わりま
す。対地高度や地上画素寸法を写真のどの部分で設定するか
等、発注者との事前の協議を詳細に行う必要がありますので留意
してください。

69 H30.10.24
３次元出来形管理
等の施工管理

音響測深機器を用いた現況計測ですが、出来形要領案に水位
記録簿の様式が記載されております。ラジコンボートを使用する
際、アンテナからソナーまでの高さからを基準とするため水位計
測の機能がございません。
その際でも水位記録簿の提出は行わなければならないのでしょ
うか？

音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）
P18 ２－４ 水深測量ソフトウェアにて、標高算出の基準は、水位
（潮位）あるいは、位置測位データとすると記載されてますので、水
位（潮位）から標高値を求める場合は、様式―７の水位記録簿の
提出が必要ですが、位置測位データから標高値を算出する場合
は、様式―７の提出は不要となります。

68

H30.10.24

R3.3.29
要領改定

に伴い回答
修正

３次元データの納品

ICONフォルダに格納するデータで、計測点群データとは、計測し
た生データのことでしょうか？それとも、ごみ取りなどの処理をし
た後の点群データでしょうか？前者の場合データサイズが非常
に大きくなってしまいます。

計測点群データとしてICONフォルダに格納するデータは、ごみ取
りなどの処理をした後の点群データとなります。
ただし、出来形評価等の処理のために行う点群密度調整は未実
施の点群データの格納が必要ですのでご留意ください。

（参考）
　「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土
　工編）（案）」の場合
　４－３ 空中写真測量（ＵＡＶ）による出来形計測
　４）計測点群データの作成
　　　ＵＡＶにて撮影した空中写真を写真測量ソフトウェアに読
　込み、地形や地物の座標値を算出し、算出した地形の３次
　元座標の点群から不要点等を除去し、３次元の計測点群デ
　ータを作成する。

67

H30.10.17

R3.3.29
要領改定

に伴い回答
修正

３次元起工測量

「H30.3無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管
理要領（土工編）（案）」P26第3章3-1　起工前の計測密度計測密
度は1m2あたり4点以上であるが、フィルタリング後のグラウンド
データでは樹木の繁茂状況によっては、フィルタリングにより点
群が取得困難な場所が発生しますが、m2あたり4点を確保でき
ない場合は再度データ取得による補間が必要なのでしょうか？
国土地理院の公共測量マニュアルでは点密度の達成度が設け
られているようですが、出来形管理では達成度は設けられない
のでしょうか？

樹木等に当たった点群を不要点として除去した後の、有効な計測
点数が1ｍ2に4点以下となる場合でも、計測点が無いグリッドが管
理断面間隔より広い範囲に連続して分布していなければ、数量算
出において平均断面法と同等の計算結果がえられるようにＴＩＮで
補間することができます。

（参考）
「無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領
（土工編）（案）平成30年3月」の　第３章　３－１起工測量　【解説】
2）起工測量データの作成

66 H30.10.4 ３次元起工測量

音響測深機器を用いた出来形要領（河川浚渫工事）についてで
すが起工測量時水面より上に陸部が高くなっている箇所がある
場合、もちろん音響測深機器を用いての計測は不可となります。
その場合TS等にて補間を行う際の密度の記載がありません。
（出来形測量時にやむを得ず欠損した場合は、1.0ｍメッシュにて
補間】と記載があります。）
起工測量時に関しては0.25ｍメッシュで補間しなければならない
のでしょうか？
となると莫大な量になるのでUAVやTLSとの使用が必須になるの
でしょう？

音響測深機器による工事測量（起工測量）の計測密度について
は、０．２５ｍ2（０．５ｍ×０．５ｍメッシュ）あたり１点以上とすること
とされていますが、やむを得ず点群が欠損した場合、以下の対応
が認められています。音響測深機器で計測できない範囲について
は、従来の起工測量を実施し点群の補完を行ってください。

　■音響測深機器を用いた出来形要領（河川浚渫工事編）
　　　　第３章　３－１起工測量　【解説】２）起工測量計測デー
　　　タの作成受注者は、計測した点群座標の不要点削除が
　　　終了した計測点群データを対象にＴＩＮを配置し、起工測
　　　量計測データを作成する。自動でＴＩＮを配置した場合に、
　　　現場の地形と異なる場合は、ＴＩＮの結合方法を手動で
　　　変更してもよい。また、管理断面間隔より狭い範囲にお
　　　いては、点群座標が存在しない場合は、数量算出におい
　　　て平均断面法と同等の計算結果が得られるようにＴＩＮで
　　　補間してもよいものとする。
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

64

H30.9.21

R3.3.29
要領改定

に伴い回答
修正

３次元出来形管理
等の施工管理

『平成28年度3月施工履歴データによる土工の出来高算出要領
（案）』に記載しております（P17～P19）では、作業装置の計測精
度確認を実施することとなっている件ですが、以前問い合わせを
行った際に出来高部分払い方式を実施する場合に、ＩＣＴ建設機
械から取得した施工履歴データによる簡便な土工の出来形数量
算出を行うために実施とお答えを頂きました。しかし、最近各地
整によっては見解が違うようです。32姿勢によるバケット刃先精
度確認などの位置づけや行わなければいけない状況を再度教
えていただけませんでしょうか？

現在、作業装置の計測精度確認が必要な場合は、下記の場合で
す。
　①「施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案）」に
　　　記載されている施工履歴を用いた簡易な出
　　　来高算出を実施する場合。
　②「施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工
　　　事編）（案）」に記載されている河川浚渫工（バックホウ
　　　浚渫）の出来形管理に利用する場合
　上記要領以外のＩＣＴ建設機械の精度管理に関する記載に
　ついては、ＩＣＴ建設機械を用いた施工の確実な実施を目的
　（ＩＣＴ機器の初期設定や日々の精度管理を適切に行う）とし
　て、施工者への留意点としてのアドバイスとしてとりまとめら
　れたものです。

63

H30.8.23

R3.3.29
要領改定

に伴い回答
修正

３次元出来形管理
等の施工管理

無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要
領（土工編）（案）の精度確認試験実施手順におけるUAVの飛行
コースについて質問です。
P68【解説】7行目にUAVレーザーを用いてサイドラップ30％で計
測を行い、検証点の較差を比較するとあります。この場合、飛行
コースはサイドラップを30％確保するためにコース間隔を離して
別位置を飛行するよう設定する必要があります。一方で、同要領
（案）P69の最終行ならびにP70の図4-1では往復方向ともに同じ
飛行コースを飛行させ計測を行うことと記載されています。
解説と実施手順書（案）で飛行方法が異なりますが、どちらを採
用すべきでしょうか？

精度確認試験については、無人航空機搭載型レーザースキャ
ナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）（UAVレーザーの精
度確認実施手順書（案））の内容に準じて実施してください。

62 H30.7.24
ＩＣＴ建機による施
工（ＩＣＴ施工）

発注者指定型のICT適用工事（盛土）で現場ではGNSSを受信で
きる場合は基地局が1つで複数台の重機を動かすことができるた
めコストも比較的安価ですが、GNSSが受信できず、TSで施工す
る場合には重機1台につき1台のTSが必要となり、設備だけで非
常に高価になります。設計ではICTの単価はGNSSでもTSでも同
じになっています。この差額というのは協議対象になるのでしょう
か？

ＩＣＴ活用工事を実施する場合、別途定める「ＩＣＴ活用工事積算要
領」により必要な経費を計上することとなっており、建設機械に取
付ける各種機器及び地上の基準局・管理局の賃貸費用として、加
算が必要な建設機械にはICT建設機械経費加算額を計上すること
となっているため、これ以外の費用について積算計上することはで
きません。
よって、差額については協議対象とはなりません。

61 H30.7.3
ＩＣＴ建機による施
工（ＩＣＴ施工）

受注者希望型で切土工事を受注しました。
現況が急こう配で、法面の切り出しはICT建機以外の小型機械で
施工し、0.7m3級のICT建機が進入できる幅が確保されたのち、
使用する計画である旨を伝えたところ、発注担当者よりICTと言っ
ている以上、すべての機械がICTでないといけないといわれてお
ります。
小型建機のICT建機は国内にほとんどない状況で本当にすべて
の建機に対してICT施工が必要なのでしょうか？

受注者希望型の発注内容や提案内容等が不明なため、ご質問へ
の回答にはならないかも知れませんが、近畿地方整備局発注工
事を例に回答致します。
近畿地方整備局では受注者希望型工事の場合、受注後、ＩＣＴ施
工の施工範囲を監督職員と協議の上、決定することとしておりま
す。
現場状況により、対象となる工種の全てをＩＣＴで施工することがで
きない場合もあり得るため、その理由も含め、監督職員と協議を行
いＩＣＴ施工の施工範囲を決定して下さい。
参考として、平成３０年度からはＩＣＴ建機の使用割合に応じて積算
できるよう積算基準が改定されています。

60 H30.6.27
３次元出来形管理
等の施工管理

河川土工の河道掘削において、現況は水面より上なのでＩＣＴ活
用工事（土工）実施要領の1-2①の(1)UAVを適用と考えました。
しかし、施工後の出来形は水中となってしまうため、同実施要領
1-2④(1)の1)から8)のいずれも実施できない状況となります。こう
いった施工前と施工後で地上部と水中部と状況が変わってしまう
場合はどのようにＩＣＴ活用工事を行えば良いか何かアドバイスを
お願いします。

起工測量はＵＡＶによる計測を実施し、出来形管理については、水
中部のため面計測出来ないということを理由に、従来手法による
出来形管理を実施する方法があると考えられます。ただし、必ず
発注者と協議のうえ、作業を実施してください。（ＩＣＴ活用工事とし
て認められない可能性もあります。）

65 H30.9.28
３次元出来形管理
等の施工管理

ＩＣＴ活用工事の手引き（Ｈ３０．７）の５頁「10.出来形管理」に記載
のある「３次元設計データ、精算数量の協議、数量計算の方法
の協議」とは具体的に何を協議するのでしょうか。（設計数量に
ついては、起工測量の３次元データと３次元設計データとの差分
で確定しており、設計面が変更にならない限り数量の変更は無
いはずです。設計面が変更になる場合は、出来形管理の前に協
議が必要と考えます。）
また、６９、７０頁に記載のある出来高数量ですが、算出結果は
何に利用できるのでしょうか？７０頁に記載の「契約条件として認
められている場合」とは、入札説明書及び特記仕様書にはどの
ように記載されているのでしょうか？また、どのような場合に契約
条件として認められるのでしょうか。

協議の内容は下記のとおりです。
　３次元設計データ：
　　３次元設計データ作成に関する協議です。なお、現場状況
　　によっては、協議を行う必要がない場合もあります。
　　空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土
　　工編）【平成３０年３月】第４章４－１【解説】２）をご参照下さ
　　い。
　精算数量の協議：
　　３次元設計データ作成に関する協議で、ICT対象外とする箇
　　所がある場合や、ICTと通常施工が混在する場合等で起工
　　測量の３次元データと３次元設計データとの差分から算出さ
　　れる数量と、平均断面法から算出される数量を合算する場
　　合など個々の現場条件により精算数量の算出方法につい
　　て協議が必要となる場合があります。
　数量計算の方法の協議：
　　数量計算方法（点高法、TIN分割等を用いた救積、プリズモ
　　イダル法）を事前に受発注者間で決めるための協議です。
　　空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土
　　工編）【平成３０年３月】第５章５－２【解説】をご参照下さい。

また、出来高数量は、土木工事共通仕様書（案）（平成３０年３月）
1-1-1-21に基づく既済部分検査等で必要となります。

契約条件については、出来高数量算出に必要な施工前の地形
データを発注者が貸与する場合（前工事の完成データを次工事の
施工前データとして使用　等）で、予め特記仕様書で貸与すること
が条件明示されていれば、「契約条件として認められている場合」
に該当します。
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

59 H30.6.21
３次元出来形管理
等の施工管理

無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要
領(土工編)(案)に基づいて電子成果の作成を行っています。
5-3 2)データ形式について、メッシュデータの作成において当方
が使用している解析・処理ソフトではＩＤ番号と地表面属性値が取
得できないため、3）のレーコード構成の省略を準用したいと考え
ております。つきましては以下の通り質問をさせて頂きます。

(1)ＩＤ番号、地表面属性値を省略することは可能か
(2)説明文書は変更後のデータレコード構成のみの記載で良いの
か(省略項目の明記・省略理由が必要か)
(3)作成した説明文書の成果名及び格納方法について

(1)省略可能です。
(2)説明文は納品された計測点群データのデータ形式を説明する
ためのものなので、変更後のデータレコード構成のみで問題ありま
せん。
(3)計測機器毎にフォーマットが違う可能性があることから、計測機
器フォルダ毎に格納するか、ファイル名で計測機器が判別できる
場合にはICONフォルダ直下に格納することも可能です。ファイル
名（成果名）については、特に命名規則はありませんので任意で作
成してください。

58 H30.6.7 ３次元起工測量

3次元起工測量データより現況横断ラインを作成し、発注図面の
横断図の起工前現況確認をします。横断図に現況ラインを重ね
て現況確認は出来るのですが、作成した現況横断についての発
注者による立会確認の方法をどう準備して行えば良いのでしょう
か？

 ICT活用工事においては面的管理を実施することになりますの
で、起工測量結果を発注図（横断図）に横断線を加えた横断図とし
て提出する決まりは特に定められていません。また、起工測量結
果について、監督職員の立会確認を定めたものも特にありませ
ん。ただし、現場条件等によって監督職員の立会確認が必要と考
えられる場合は監督職員と協議の上、決定してください。

【参考】
○　起工測量結果について監督職員の立会を特に定めていない
のは、計測頻度や計測箇所が従来の横断図や平均断面法とは異
なるため、求められる数量が設計数量と異なることによる変更と位
置付けられているためです。
○　３次元起工測量結果の立会確認を実施する方法としては、下
記のような方法があります。
・施工者が作成した3次元地形データに対して，TS（またはGNSS
ローバー）を用いて任意の箇所を計測し、施工者が計測した地形
データ（近傍点あるいは面）に対して高さの差が起工測量の精度
以内（±１００ｍｍ以内）であることを確認する。

57 H30.6.6
３次元データの納
品

起工測量をUAVで行い、出来形管理はTLSで行いました。電子
納品の格納内容としては、出来形ですので、TLSフォルダのみで
よいと考えていますが、UAVフォルダを作成して、起工測量の写
真データなどは必要なのでしょうか？

数量算出を行う際に起工測量時のデータを利用した場合はその
データ（今回の質問ではUAVの写真データ）を提出する必要があり
ます。
その際，UAVファイルとは別に画像ファイルを作成し，UAV写真測
量に使用した写真を提出してください。

56 H30.5.30
３次元出来形管理
等の施工管理

施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）
（案）の数量算出についての質問です。
図 ５-４ 点高法による数量算出の条件と適用イメージでは1メッ
シュ50㎝以内と記載があり、点高法の本文ではメッシュ間隔1m
以内と記載があります。
どちらが正しいでしょうか？

河川浚渫工事で施工履歴データを用いて出来形管理を行う場合
において、点高法による数量算出を行う場合のメッシュ間隔は「施
工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）
P36」本文の記載どおり、１m以内とする必要があります。
なお、図５－４はあくまでイメージ図として土工の場合の例を記載し
ています。

55

H30.5.16

R3.3.29
要領改定

に伴い回答
修正

３次元出来形管理
等の施工管理

地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領(案)（土工
編）P15の内容についてお教えください。
1)計測性能試験について
・JSIMA115に基づく試験成績表で確認で精度確認出来れば、現
場試験は不必要ということでよろしいでしょうか？
2)既知点を用いた精度確認において：
①既知点杭は、計測最大距離以上の範囲に2箇所以上（10m以
上離れた箇所）とありますが、計測最大距離とはどういうことで
しょうか？（広い現場ではどう対応したらよろしいのでしょうか。）
②精度の確認は点群ソフト上での計測値で確認でよろしいでしょ
うか？（数回の計測で、点群を作成するため、既知点杭に近い状
態で点群を採取することがあります。）
③事前確認の場合は、最大距離が当該現場より長い場合のみ
可能ということでしょうか？
3)精度管理：
・JSIMA115の試験以外に、第3者機関が発行する書類が必要と
いうことでしょうか？また、なぜ現場で精度確認が取れている場
合でも必要なのでしょうか？

　１）計測日から１２ヶ月以内に「JSIMA115に基づく試験」で精度確
認されている場合は、現場試験は必要ありません。ただし、
「JSIMA115に基づく試験」は「地上型レーザスキャナー性能確認に
関するガイドライン」P5に記載されている測定方法に基づき，座標
測定精度の検証を行っているため，その設定範囲を超えた範囲に
て測定を行う場
合は別途精度確認を行う必要があります。設定範囲を超えて測定
を行う場合は下記のいずれかの方法にて精度確認を実施してくだ
さい。
　a.既知点を用いた精度確認
　b.事前確認の実施
２）①計測最大距離の定義
当該現場で測量に使用する機器の1スキャン時の精度（点間距離
差±20mm以内）が担保される距離が計測最大距離となります。で
すので、現場の広さに計測最大距離が左右されるということはあり
ません。
　②精度の確認を点群ソフト上の計測値で確認することは出来ま
せん。精度の確認は、座標値を取得済みの点間距離を用いて実
施する必要があります。
　③現場の広さは特に関係ありません。
３）精度確認としては、計測日から１２ヶ月以内に「JSIMA115に基
づく試験」で精度確認されている場合は、第三者機関が発行する
試験成績書等の提出は必要ありません
が、現場での精度管理として機器本体の保守点検を実施したこと
を示す点検記録等、「地上型レーザースキャナーを用いた出来形
管理要領（土工編）（案）」に記載されているような書類を提出する
必要があります。

54 H30.5.9
３次元出来形管理
等の施工管理

河川浚渫における施工履歴データを用いた、出来形管理要領
（河川浚渫工事編）についての質問です。
ICT建機の精度確認は日々実施し、その精度確認の実施方法に
ついては静止した状態で行わなければならないと記載されてい
ますが、台船に乗せていると、揺れて静止状態でないので、日々
台船から降ろして確認しなければならなのでしょうか？

静止した状態での精度確認が望ましいですが、台船からバックホ
ウを日々降ろすことは非効率となってしまうため、台船に載せたま
まの状態でも出来るだけ揺れの少ない状況で、台船からバックホ
ウを降ろさずに精度検証を行うことは可能です。
例えばＴＳにより計測した刃先の座標と、ＴＳ計測とタイミングを合
わせて取得したＩＣＴ建機のバケット刃先座標を精度検証に使用す
ることで、台船の揺れによる影響を最小限に押さえることができま
す。
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

53 H30.5.7
３次元設計データ
作成

ICT浚渫についての質問です。「マルチビームを用いた深浅測量
マニュアル（浚渫工編）（平成30年4月改訂版）」P.19 「4.13次元設
計データのデータの作成」に記載されている発注者から貸与され
た設計図書（平面図、縦断図、横断図等）や数量計算書を基に３
次元設計データを作成する。の作成方法ですが、浚渫の場合は
設計書が２次元の平面図に水深値（10mピッチ）が記載されてい
るものであり、その値を元に3次元データを作成するという解釈で
よろしいでしょう？

【港湾空港部より回答】
今後新たに発注される港湾関係の工事については、基本、マルチ
ビームによる測量・数量計算結果より設計図書を作成しますので、
質問のような２次元の平面図より３次元データを作成する作業は
発生しません。

52 H30.1.29 ３次元起工測量

空中写真のラップ率についての質問です。
進行方向にラップ率90%もしくは撮影後に80%以上を確認すれば
良い事になっておりますが、ラップ率は施工範囲全てで確保しな
ければならないのでしょうか。実際のラップ率を確認した所、概ね
80%以上は確保出来ているのですが、撮影範囲の端の方では
80%を確保出来ていない箇所がありました。(60%程度の箇所があ
る）起工測量に求められる測定精度は±100mm以内となってお
り、精度確認の結果、検証点の中で一番誤差の大きい点でも
50mm程度には収まっており、精度確保という点では問題無いと
考えております。このまま３次元設計データの作成に進んで良い
ものでしょうか。

「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）
（案）」に計測作業上の留意点として「進行方向のラップ率は、①実
際のラップ率を確認しない場合、最低９０％以上で計画すること、
②実際のラップ率を確認する場合、最低８０％以上とすること。」と
記載されております。ご質問のケースが①の場合は、計測結果に
問題は無い事になりますが、②の場合ですと撮影結果はＮＧという
判断になります。
（補足）
撮影実施時の留意点として、「撮影区域を完全にカバー（高精度な
3次元点群を取得）するため、コース始めと終わりに撮影区域外を
それぞれ最低1モデル以上形成する」必要があります。この点に留
意し進行方向のラップ率９０％以上で計画されれば、実際の進行
方向のラップ率も基本的には８０％以上確保されるものと考えてい
ます。

51 H30.1.18 ３次元起工測量

現在、起工測量、出来形測量等でUAV測量を行っております。
現場へ施工体制台帳を提出する際、非専任であっても10年以上
経験年数を持つ社員または有資格者の選任を求められる場合
があります。
弊社で指定したカリキュラムを修了した社員にはUAVパイロット
資格証を付与しており、当然　資格保有者を現場に配属しており
ます。
しかし、資格証が民間発行の為、認められないと言われる現場
等もあります。
UAV測量を始めてまだ１０年は経過しておらず、また、学校の専
門学科等もない為　どのように記載をするべきか等、ご教示お願
い致します。

問合せのＵＡＶ測量による起工測量、出来形測量については、建
設工事の請負契約にはあたらないため、建設業法上の施工体制
台帳への記載は必要ありません。
ただし、発注者が別途仕様書等で記載を求めている場合は記載
が必要となります。その場合は、記載内容について発注者と協議
して決定してください。

10 / 21



ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

50 H29.12.27
３次元出来形管理
等の施工管理

出来形管理要領では、標定点・検証点の計測方法は4級基準点
及び3級水準点と同等以上の精度が得られる手法と記載されて
います。UAVを用いた公共測量マニュアルでは第54条で要求精
度が0.05mの出来形計測以外では2対回によるTS計測、要求精
度が0.05mの場合は準則第92条に準じて行うとされています。ど
の方法でも良いのでしょうか？

ＩＣＴ活用工事の出来形計測では、以下（a～c）の方法が、4級基準
点及び3級水準点と同等以上の精度が得られる計測方法として運
用されています（H29.12月時点）。

a. 空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管理要領(土工
編)(案) P23の記載に基づき、「基準点からTS、標定点からTSまで
の計測距離を3級TSは100m(2級TSは150m)とする。(ＴＳを用いた
出来形管理要領より引用)」とし、TSの仕様(2級または3級)と精度
管理(1年以内の精度管理)が確実に実施されている場合、基準点
及び工事基準点からの放射観測を行うことも可能である。

b. UAVを用いた公共測量マニュアル(案)　第54条に基づいて計測
を行う。
1)要求精度が0.05m以外の場合

等を用いる場合は、準則第445条第3項を準用し、次表を標準
とする。

キネマティック法あるいはRTK法又はネットワーク型RTK法によ
る場合は、準則93条及び94条に準じて行う。この場合、観測は２
セット実施し、セット間較差の許容値はX,Y方向は20mm、Z方向は
30mmを標準とする。

c. 公共測量における「4級基準点」「3級水準点」に準じた計測機器
および精度管理による計測を行います。
1)4級基準点測量 ：3級TSを用いて観測を行う。
※国土交通省公共測量作業規定解説と運用 第2章 基準点測量
第2編 基準点測量 2.8.2 機器　に記載
2)3級水準点測量：3級レベル(水準器感度20″/2mm相当)を用い
て、直接水準測量を行う。
※国土交通省公共測量作業規定解説と運用 第3章 水準測量 に
記載
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

49 H29.12.20 ３次元起工測量

地上型レーザースキャナを使用して起工測量及び出来形測量を
行う場合、それぞれの点群密度は0.25㎡、0.01㎡あたり1点と決
められていますが地上型レーザースキャナの特性上、器械の下
部・入射角の小さい対象物（法面の天端等）は点群が取得できな
い、点群間隔が広い等の問題があり、器械の設置間隔を短くし
て観測を行っています。それですと作業効率が非常に悪いので
法面の天端や道路のような一律の平面部はソフトで補完を行っ
てもよろしいのでしょうか。

地上型レーザースキャナにおける計測では、機械位置と計測対象
面の角度により取得される点群の密度が変化します。このため、
地上型レーザースキャナを用いた計測計画の立案において、起工
測量及び出来形測量を行う場合、主な計測箇所（面）と機械位置
の関係から、点群密度が下記となるような設定を行います。
　○起工測量：0.25㎡あたり１点
　○出来形測量：0.01㎡あたり1点
しかし、実際の計測結果としては所定の計測密度が得られない場
合もあります。その場合、ご質問のソフトウェアで点群データを作
成（補間により生成）することはできませんが、以下の方法により
計測結果を利用することは可能です。
①　起工測量・岩線形測においては、計測結果にTIN
　を形成することによって面データを作成し、数量算出
　に利用することができます。
②　出来形計測においては、1点/m2を確保できない
　場合は、補足の計測を行う必要があります。補足の
　計測方法としては、レーザースキャナによる計測の
　他、TSやRTK-GNSSによる追加計測（1点/m2）が
　可能です。

48 H29.12.5
３次元出来形管理
等の施工管理

『無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要
領（土工編）（案）』に記載されている「UAVレーザーの精度確認
試験」についての質問です。調整用基準点の水平位置・標高を
TSによる実測値と比較し較差を求め、規定値以内であるか確認
するとのことですが、UAV計測点群データは調整用基準点による
位置補正済みのもので較差を評価してよろしいのでしょうか？そ
れとも、位置補正をせずにGNSSとIMUから解析されたままの点
群データから調整用基準点の位置を評価するのでしょうか？

ＵＡＶレーザーの精度確認試験においては、調整用基準点を用い
た位置補正を行わない計測結果と、調整用基準点の座標値との
水平成分、鉛直成分の較差を評価してください。これは、解析によ
る位置補正を行わない状態で、ＵＡＶレーザー自身が有する計測
精度を評価することが本試験の目的であるためです。
また、『無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管
理要領（土工編）（案）』に記載されている精度確認試験の実施方
法についての「調整用基準点」とは、調整に用いる基準点では無
く、精度確認のための検証点として用いるとお考えください。

47 H29.11.20 ３次元起工測量

UAVを利用し起工測量を実施する際に提出する（様式-２）の精
度確認試験結果報告書に添付する写真についての質問です。
精度確認試験結果（詳細）に添付する写真は要領では杭をテー
プで計測しているような写真を例として掲載されていますが、具
体的にどのような写真を添付する必要があるのでしょうか？

真値とする検証点の計測作業を行っている状況を証明できる写真
を添付する必要があります。

例：TSで真値の座標を計測する場合は、TS本体を
　　 ターゲットに設置しているプリズムを写した写真
　　 を添付する。

46 H29.11.15
３次元出来形管理
等の施工管理

標定点の設置方法に関する問合せです。
空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）
（案）では「標定点及び検証点の計測については、４級基準点及
び３級水準点と同等以上の精度が得られる計測方法をとる。」と
の記載ですが具体的にどのような作業となるのでしょうか。
例えばUAV を用いた公共測量マニュアル（案）の第54条にある
「TS 等を用いる場合は、準則第４４５条第３項を準用し、次表を
標準とする。」とあります。準則の「補助基準点は、基準点から辺
長１００メートル以内、節点は１点以内の開放多角測量により設
置するものとする。なお、観測の区分等は、次表を標準とする。」
とありますので、この方法で標定点設置測量を実施してよいので
しょうか。

4級基準点および3級水準点と同等以上の方法としては、以下の方
法があります。
①　公共測量における「４級基準点」及び「３級水準
　 点」に準じた計測および精度管理を行う。
②　UAVを用いた公共測量マニュアル（案）第54条に
　 基づき、「標定点及び検証点の位置及び高さは準
　 則第3編第2章第4節第1款のTS点の設置基準に
 　準じた観測」を行う。
③　空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管理
　 要領（土工編）（案）P23の記載に基づき、「基準点
　 からTS、標定点からTSまでの計測距離（斜距離）
　 についての制限を、３級TSは100m以内（2級TSは
　 150m以内）（TSを用いた出来形管理要領より引
　 用）」にて計測を行う。

＜補足＞
　②の方法を利用する場合は、RTK-GNSSなどの利
用も可能です。ただし、出来形計測（要求精度が5cm）
の場合はTSのみ利用可能です。
　③の方法では、TSの仕様（2級あるいは3級）と精度
管理（1年以内の精度管理）が確実に実施されている
場合に、基準点及び工事基準点からの放射観測によ
り座標を計測することができます。

45 H29.11.13 ３次元起工測量

ICT施工で起工・出来形UAV測量を下請け業者が行う場合、下請
け業者は測量業の登録を受けておく必要はあるのでしょうか。ま
た、測量業登録が必要な場合、登録番号等を提示する必要はあ
るのでしょうか。

対象測量の精度等にもよりますが、一般的規模の土工現場にお
いて起工測量は公共測量に該当しないため、下請け業者は測量
業の業者登録や測量士等の資格は必要ありません。

44 H29.10.26
ＩＣＴ建機による施
工（ＩＣＴ施工）

衛星状況の悪い山間部での施工となりますが、TS・GNSS盛土締
固め管理要領には、必要な衛星捕捉状態の記述はありますが、
掘削時のバックホウにおける規定はありますか？加えて、今回
捕捉数5個にて、バックホウ施工は困難であるとの建機メーカー
の回答があり、盛土締固め作業より掘削作業の方がより厳しい
環境条件が必要となるとのことで、TS仕様によるICT施工を検討
していますが、衛星に比べて、雨天等の施工上の制約が多く、現
場条件的にも設備費用面でも生産性の劣化が想定されますが、
積算におけるICT施工として衛星仕様との相違は、考慮されるも
のなのでしょうか。

MC/MGバックホウ活用時における、GNSSの衛星状態に関する規
定が記載された要領等は現在のところありません。
また、ＴＳ仕様によるＩＣＴ施工時の機械経費等は、ＩＣＴ活用工事
（土工）積算要領による積算を行うため、ＴＳ仕様におけるＩＣＴ施工
も含めた積算要領となっているため、標準的には別途考慮されま
せん。
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

43 H29.9.12
３次元出来形管理
等の施工管理

H29 空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管理要領(土工
編)において、同要領P10の施工計画書内　5)撮影計画の作成留
意点として「撮影区域を完全にカバーするため・・・・最低1モデル
以上設定する」と記載されています。
撮影区域外に１モデル以上を形成するという意味は、写真全体
が完全に撮影区域外を撮影している写真を１モデル(２枚以上の
写真)形成るす必要はありますでしょうか？それとも直線コースの
始めと終わりそれぞれにて、撮影区域外が写真の一部に写りこ
むような写真を２枚以上撮影し１モデルとしてよろしいのでしょう
か？

「撮影区域を完全にカバーするため・・・・最低1モデル以上設定す
る」という記載の意図は、空中写真測量において撮影区域を完全
にカバー（高精度な3次元点群を取得）するため、「コース始めと終
わりに撮影区域外をそれぞれ最低1モデル以上形成する」ことが必
要ということです。
＜補足＞
　一般的に、ＵＡＶのラップ率設定は前後および左右の撮影が実施
されている区域での計算値となります。このため、撮影範囲の境界
部分では外側の撮影、開始と終了箇所では前後の撮影が途切れ
るため、撮影区域外でも１モデル以上の撮影を実施し、撮影区域
の境界部でも確実な3次元点群を取得することが必要です。
＜補足２＞
最低1モデル以上設定する具体事例については以下を参照してく
ださい。
（※UAVを用いた公共測量アニュアル　H29.3　P26参照：＜抜粋＞
外側標定点を結ぶ範囲の外側に、1枚以上の空中写真を撮影する
）
＜補足３＞
　最低１モデルを確保できない範囲の計測方法については、地上
型レーザースキャナーによる計測の他、出来形計測では1m2当た
り1点を計測する手法（TSあるいはRTK-GNSS）により補足すること
が可能です。具体の方法は下記の要領（案）を参照してください。
①TSを用いた出来形管理要領
②TS（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
③ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
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42 H29.9.5
３次元出来形管理
等の施工管理

H29 空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管理要領(土工
編)において、P34に「②自動航行を行わない場合の留意点」とし
て「撮影区域を完全にカバーするため、コース始めと終わりに撮
影区域外をそれぞれ最低1モデル以上形成できるように飛行す
る」とありますが、同要領P10の施工計画書内　5)撮影計画の作
成留意点として「撮影区域を完全にカバーするため・・・・最低1モ
デル以上設定する」と記載されています。
P34出来形計測には「自動航行を行わない場合」と飛行方法が
特定されているにもかかわらず、P10施工計画書の要領には飛
行方法は特定されていません。
コース始めと終わりの撮影区域外の1モデル以上形成できるよう
に飛行させるというのは、飛行方法（自動/非自動）にかかわらず
実施しなければならないのでしょうか？

空中写真測量においては、飛行方法（自動航行/自動航行を行わ
ない）にかかわらず、「撮影区域を完全にカバー（高精度な3次元
点群を取得）するため、コース始めと終わりに撮影区域外をそれぞ
れ最低1モデル以上形成する」ことが重要となります。
このため、自動航行においては撮影コースの設定により実施しま
す。一方、自動航行を行わない場合は目視確認での飛行となるこ
とから、撮影区域外での１モデル以上飛行することを留意点として
念押ししています。
＜補足＞
一般的に、ＵＡＶのラップ率設定は前後および左右の撮影が実施
されている区域での計算値となります。このため、撮影範囲の境界
部分では外側の撮影、開始と終了箇所では前後の撮影が途切れ
るため、撮影区域外でも１モデル以上の撮影を実施し、撮影区域
の境界部でも確実な3次元点群を取得することが必要なことから本
項目が記載されています。

41 H29.9.4
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

積算について、バックホウ、ブルドーザに初期費用の積み上げが
ありますが、掘削、盛土、法面整形がある場合、それぞれに計上
できますか。また、同一機種で複数台の施工となる時は、台数分
を積み上げますか。起工測量費用は見積もりですか。

システム初期費については、バックホウ、ブルドーザ各々で一式当
たりの費用計上となります。
（１工事の中に掘削（ICT）用バックホウ、法面整形（ICT）用バックホ
ウ両方の工種があっても費用計上は１回のみです。ただし、対象
機械がブルドーザの路体盛土（ICT）も同一工事に含まれている場
合は、バックホウに係る初期費とブルドーザに係る初期費の両方
を計上します。）
また、同一機種の複数台の施工においても、１機種当たり１回の
みの計上となります。
監督職員の指示に基づき実施する３次元起工測量及び３次元設
計データ作成については、発注者指定の場合は競争参加資格者
から、受注者希望型については施工業者より見積を徴収し、それ
を参考に積算することとなっています。

40 H29.8.7
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

ICT活用工事積算要領に記載のある【システム初期費】につい
て、現場が点在する（1㎞以上の離れ）場合は各現場ごとに計上
できますか？
また、システム初期費の内訳の参考になる資料はありますか？

現場が点在する（1km以上の離れ）場合のシステム初期費につい
ても現場ごとに計上はせず、１工事ごとに計上することになりま
す。
システム初期費の内訳については、ＩＣＴ活用工事積算要領に記載
のとおり「ＩＣＴ施工用機器の賃貸業者が行う施工業者への取扱説
明に要する費用、システムの初期費用等、貸出しに要する全ての
費用」とし、計上する費用は下記のとおりとなっています。
（１）【土工】掘削（ICT）、法面整形（ICT）
　　　　　　　　 対象機械：バックホウ
　　　　　　　　 598,000円／式
（２）【土工】路体（築堤）盛土（ICT）、路床盛土（ICT）
　　　　　　　　対象機械：ブルドーザ
　　　　　　　　548,000円／式
（３）【舗装工】不陸整正（ICT）、下層路盤（車道・路肩
　　　部）（ICT）、上層路盤（車道・路肩部）（ICT）
　　　　　　　　対象機械：モータグレーダ
　　　　　　　　623,000円／式

39 H29.7.31 ３次元起工測量

H29年度新基準内で起工測量後地形データと、発注図現況地形
との重畳が必須との記載があります。（UAV出来形管理要領で
はP29-30）そこで、起工測量と差異が生じ、（例えば実測が低
かった）設計データの延長等が必要となった場合、監督員との協
議後『チェックシート』上での記載方法等（赤線で設計追加部と記
載、別枠に記載しチェックするなど）どのように対応したらよいも
のでしょうか？

起工測量結果と設計図書（発注図現況地形）に差異がある場合に
は、施工開始前に設計照査結果として、監督職員と協議し３次元
設計データの作成に反映してください。
協議の際には、「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管
理要領（土工編）（案）【平成２９年３月】」３１頁「１－４－２　３次元
設計データの確認」【解説】に記載のとおり、下記資料および監督
職員から指示のあった資料を提示してください。
○協議時に添付する資料
　・３次元設計データチェックシート
　・照査結果資料
　　（道路工事においては線形計算書、河川工事にお
　　　いては法線の中心点座標リスト、
　　　その他共通の資料として平面図、縦断図、横断
　　　図のチェック入り）

38 H29.7.3
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

ICT活用工事積算要領(浚渫工編)(案)では3次元起工測量、3次
元出来形測量の費用を「港湾請負工事積算基準」第3部第2編第
1節測量業務により算出するとありますが、3次元出来形測量は
水路測量を兼ねる為、3次元起工測量の成果報告と同じ代価で
は、おかしいのではないですか。(水路測量用に、人区を増やさ
なければならないのではないですか)

御社からご指摘のありました件につきまして、現在公表している積
算基準は、暫定的なものであり、今後、基準改定等を本省にて検
討していると聞いております。
なお、この件に関しましては御社ご加入の（一社）海洋調査協会と
連携し、対応にあたるとも聞いております。
ご不明な点がございましたらお手数ですが担当課までご連絡をお
願い致します。
近畿地方整備局 港湾空港部 港湾事業企画課
０７８－３９１－４２１４
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

37 H29.6.26
３次元出来形管理
等の施工管理

空中写真測量に関して、H29度より出来形測量以外での標定点・
検証点の計測方法にGNSSによる計測が追加されましたが、先
日発注者より、評定点・検証点をGNSSで計測時、使用機器
(GNSSローバー)の校正証明書の提出を依頼されました。
GNSSによる出来形測量実施時には機器の校正証明書の提出
義務について「RTK-GNSSを用いた出来形管理要領（土工編）」
に記載ありますが、UAVによる空中写真測量時の標定点・ 検証
点をGNSSにて計測の際は、事前の「GNSS精度確認報告書」の
提出のみで校正証明書の提出義務はないと認識しております。
UAVによる空中写真測量時、標定点・検証点をGNSSで計測した
際に機器の校正証明書の提出義務はあるのでしょうか？

標定点・検証点をＧＮＳＳで計測する場合は、機器の計測性能（平
面座標±20mm以内、標高差±30mm以内）を確認するためのカタ
ログあるいは機器仕様書を提出してください。

36 H29.6.20
３次元出来形管理
等の施工管理

施工履歴データやステレオ写真測量による出来高部分払いにお
ける数量算出が認められておりますが、要領書には「既済部分
検査での出来高計測を簡略化することを可能する」と記載があり
ました。出来高部分払いにおける従来方法で必要となる出来形
管理図表の作成や既済検査で実地検査(出来形検査）を実施し
なくても宜しいのですか？
また、工期が180日を超える工事で出来高部分払い方式を選択
した場合、90日に1回施工履歴データやステレオ写真測量にて出
来高算出数量を算出した場合、土工の途中段階でも請求ができ
るのでしょうか？やはりきちんと土工での完了部分が把握できる
箇所まで施工した部分が対象になるのですか？

「施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案）」および「ステ
レオ写真測量（地上移動体）を用いた土工の出来高算出要領
（案）」に記載のとおり、既済部分検査に当たっては出来高数量の
算出および出来高図の作成は必要です。ただし、出来高計測（現
地計測）は省略できることとなっています。
既済部分払いを請求するタイミングについては、どの段階でなけ
ればならないという決まりは特にありません。

35 H29.6.13
３次元出来形管理
等の施工管理

TSを用いた出来形管理要領（土工編）で既存の情報化施工用に
策定済の要領に対して面管理の規定を追加しICT活用工事に利
用可能となっておりますが、計測するTSにインストールされてい
るソフトの要件はあるのでしょうか。もしくは要件に沿ったソフトイ
ンストールは不要でしょうか。要件がある場合はその内容を教え
ていただけないでしょうか。
また、「TS（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理について」お
よび「RTK-GNSSを用いた出来形管理について」も同様に教えて
ください。

TSを用いた出来形管理要領（土工編）を用いて面的管理を行う場
合、データの処理、計測箇所、頻度は面管理の規定に従うことに
なるため、TSを用いた出来形管理要領（土工編）で定めるソフト
ウェアは利用しません。（「TS（ノンプリズム方式）を用いた出来形
管理要領（土工編）（案）」および「RTK-GNSSを用いた出来形管理
要領（土工編）（案）」は、面管理するための要領となっているため、
インストールするソフトについての記載はありません。）
ＩＣＴ活用工事の面管理としてＴＳを使用される場合は、測量機器本
体を利用するための留意事項（計測可能距離、精度確認、精度管
理等）について、TSを用いた出来形管理要領（土工編）に準拠して
ください。

34 H29.6.5 ３次元起工測量

３次元起工測量として、「その他の３次元計測技術による起工測
量」と定義されています。
【質問１】これは具体的にどのような機材等を使用した測量を意
味しているのでしょうか？
【質問２】３次元計測技術として、ＴＳを使用した測量でも３次元起
工測量に位置づけられるのでしょうか？

【回答１】
　起工測量時に選択できる”その他の３次元計測技術”について
は、「ＩＣＴの全面的な活用の推進に関する実施方針」の（別紙－４）
ＩＣＴ活用工事（土工）実施要領又は（別紙－７）ＩＣＴ活用工事（舗装
工）実施要領に記載の無い計測技術を指しています。ただし、使用
にあたっては、各出来形管理要領等で定める計測精度および精度
管理と同等以上であることを発注者との協議により確認する必要
があります。
【回答２】
　ＴＳを用いた起工測量についても、ＩＣＴ活用工事における３次元
起工測量として行うことは可能です。

「ＩＣＴの全面的な活用の推進に関する実施方針」（国土交通省Ｈ
Ｐ）
　：
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_0
00031.html

33 H29.5.16
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

ＩＣＴ活用工事の準備段階です。当工事内容の中に路体（築堤）
盛土　2.5ｍ未満　900ｍ3、2.5ｍ以上4.0ｍ未満　20ｍ3、4.0ｍ以
上　30ｍ3　があります。発注者と協議したところ、ＴＳ・ＧＮＳＳに
よる締固め回数管理技術を実施する事になりました。そこで、金
額変更について積算要領を確認したところ、路体（築堤）盛土
4.0ｍ以上しか歩掛りがありません。となれば、今回工事ので対
象数量は30ｍ3になります。
①4.0ｍ以上　以外の盛土は対象外になるのでしょうか？
②対象機械はブルドーザーとなっていますが、転圧機械の転圧
管理にも機材が必要になります。システム初期費には転圧管理
の経費も含むのでしょうか？

①ＩＣＴ活用工事として施工される対象範囲（採用した技術を適用
する範囲（活用予定期間、活用予定区間・区域））については、監
督職員と協議の上、決定してください。
②「ＩＣＴ活用工事（土工）積算要領」の（参考）３）３Ｄ－ＭＣもしくは
３Ｄ－ＭＧブルドーザに記載されている積算要領は、「路体，路床，
築堤の敷均し作業を実施する場合」の積算要領で、「ＴＳ・ＧＮＳＳ
による締固め回数管理を実施する場合」の積算要領ではありませ
ん。
　また、「ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め回数管理」については、品質管
理基準に記載されている試験項目であるため、費用は現場管理費
の率分に含まれるものとなっています。
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

32 H29.5.15
３次元出来形管理
等の施工管理

点群データの精度確認方法について、「UAVを用いた公共測量
マニュアル」に規定されている三次元形状復元精度管理表の標
定点と検証点の交会残差についても提出が必要ですか？
（三次元形状復元精度管理表の標定点と検証点の交会残差に
ついて質問です。SfMソフトのレポートデータの何を使うのです
か？交会残差自体も理解できません。）

「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工
編）」では、該当工種の出来形管理に利用する場合は、以下の精
度管理を行うことが規定されており、「ＵＡＶを用いた公共測量マ
ニュアル」で規定しているsfmのレポートデータや標定点や検証点
の交会残差の算出および提出は不要です。

「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工
編）」
１－２－２　ＵＡＶの性能とデジタルカメラの計測性能及び精度管理
【解説】
2）測定精度
空中写真測量（ＵＡＶ）の測定精度は、以下の手順にて精度確認
試験を行い、測定精度が±5cm以内であることを計測点群データ
作成時に確認する。
測定精度の確認方法は、精度確認用の検証点を現場に設置し、
空中写真測量から得られた計測点群データ上の検証点の座標と
真値の位置座標（基準点あるいは、工事基準点上といった既設点
や、基準点及び工事基準点を用いて測量した座標値）を比較する
ことで確認することとする。そのため、別紙様式－２に示す現場精
度確認を実施し、その記録を提出する。

31 H29.5.1
ＩＣＴ活用工事の必
要書類

ICT活用工事積算要領別紙-５の７ページに記載されている　別
紙-4「ICT活用工事の見積書の依頼」のフォーマット入手先を教
えてください。

国土交通省ホームページの「ＩＣＴの全面的な活用」にあります「ＩＣ
Ｔの全面的な活用の推進に関する実施方針」の「（別紙－５）ＩＣＴの
活用に係る見積り書について」を参照ください。
国土交通省ホームページ「ＩＣＴの全面的な活用の推進に関する実
施方針」
　　：
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_0
00031.html

30 H29.5.1
ＩＣＴ活用工事の必
要書類

特記仕様書に、5.③により施工された工事完成物について下記
1）～3）のいずれかのICTを用いた出来形管理と4）のICTを用い
た品質管理を行う。と記載されていますが、選択方法としては、
1）～3）で一つ選び、4）については必須選択項目ですか。

ご質問の工事の工事内容が不明なため明確な回答ができません
が、特記仕様書に記載されているのであれば、１）～３）のいずれ
かのＩＣＴを用いた出来形管理と４）のＩＣＴを用いた品質管理を行う
必要があります。ただし、４）のＩＣＴを用いた品質管理「ＴＳ・ＧＮＳＳ
による締固め回数管理」については、盛土の品質管理手法である
ため、「切土工事」「法面工事」等、選択出来ない工事もあります。
また、盛土の土質が頻繁に変わりその都度試験施工を行うことが
非効率である等、施工規程による管理そのものがなじまない場合
には監督職員と協議のうえ、適用しないことも可能です。

29 H29.4.27
３次元出来形管理
等の施工管理

H29年度の「空中写真測量を用いた出来形管理要領（土工編）」
の1-2-3「写真測量ソフトウェア」には、カメラキャリブレーションを
実施しておくことが必要である。とありますが、SfMソフトのセルフ
キャリブレーションを使用する場合でも、独自のキャリブレーショ
ンを実施するのですか？

カメラキャリブレーションには事前にメーカー等で実施する方式や
SfMソフトウェアで実施する方式がありますが、どちらでも構いませ
ん。そのため、SfMソフトウェアでセルフキャリブレーションを実施し
て問題ありません。

28 H29.4.27
３次元出来形管理
等の施工管理

ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）平成２９年３月
の要領についての質問です。
他の要領（例えば空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管
理要領(土工編)）ではGNSSの利用時に「ＧＮＳＳの精度確認試験
実施手順書（案）」に基づいて試験を行うことになっています。し
かし、本要領においてはＰ．１の図１－１に「④RTK-GNSSの精度
確認試験（必要に応じて）」と記載されていますが、特に作業手法
に言及されておりません。どのように実施すればよいでしょうか。
また必要に応じてとはどのような場合を指すのでしょうか。

「RTK-GNSSを用いた出来形管理要領（土工編）」は、ICT土工で実
施している面管理で利用する場合と、従来管理と同様な断面での
出来形管理で利用する場合を対象として記載されています。面管
理で利用する場合は、測量機器メーカの発行する検査成績書（１
年以内）を提出すれば、“④RTK-GNSSの精度確認試験”は不要
です。
ご質問の“必要に応じて”とは、断面での出来形管理（高さ補完機
能を用いた計測機器を利用）に利用する場合、出来形管理に必要
な鉛直精度を満たす計測性能を有することや適正な精度管理が
行われていることを確認する資料として、測量機器メーカの発行す
る検査成績書（１年以内）、あるいは検査成績書が無い場合には
「高さ補完機能付きＲＴＫ－ＧＮＳＳ測量機の精度確認ガイドライ
ン」で確認した結果（１年以内）で確認することも認められているこ
とを指しています。

27 H29.4.27
３次元出来形管理
等の施工管理

平成２９年３月に発表された「空中写真測量(無人航空機)を用い
た出来形管理要領(土工編)平成２９年３月」と「UAV を用いた公
共測量マニュアル平成２９年３月」における検証点の設置数につ
いての質問です。
今回改定された「UAV を用いた公共測量マニュアル」の５３条２
二において「設置する検証点の数は、設置する標定点の総数の
半数以上（端数は繰り上げ。）を標準とする。」とありますが、「空
中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管理要領(土工編)」に
は「第４章  空中写真測量（ＵＡＶ）の精度確認試験実施手順書及
び試験結果報告
書」内に、「現場に設置した２箇所以上の既知点を使用し…」と
なっております。
ICT施工工事のUAV測量においての検証点の数は「標定点の半
数以上」ですか。それとも、「２箇所以上あれば標定点の半数以
下」としてもよろしいでしょうか。

ICT活用工事のUAV測量における検証点の設置点数については、
「空中写真測量(無人航空機)を用いた出来形管理要領　平成29年
3月国土交通省」に沿って実施することになりますので、「天端上に
２００ｍ以内（範囲が狭い場合は最低２箇所以上）」で設置すること
となります。
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

26 H29.4.3 ３次元起工測量
平成29年適用の新基準について。UAVカメラ位置の直接定位
は、撮影開始位置についてのみ測定し、その後はUAVのの
GNSS情報を補正して使用する事でよいということでしょうか？

直接定位という表現は、「カメラ位置を直接計測できる手法」という
表現に修正されています。直接計測する手法については特定の技
術を指定してはいませんが、その手法で得られる結果について精
度検証（要領案に添付）が必要となります。

＜参照＞
○「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土
　　工編）（案）」
第３節　空中写真測量（ＵＡＶ）による工事測量
１－３－１　起工測量
　　　　　　　起工測量の・・・実施事項については「１－４－３・・」
　　　　　　　を準用する。

１－４－３　　空中写真測量による出来形計測
2）標定点及び検証点の設置・計測の留意点
・・・ＳｆＭ(Structure from Motion)の利用においてカメラ位置を直接
計測できる手法を併用する場合は、標定点の設置は不要とするこ
とができるが、その場合、第４章 空中写真測量（ＵＡＶ）の精度確
認試験実施手順書及び試験結果報告書に記載の「カメラ位置計
測を併用する空中写真測量（ＵＡＶ）の事前精度確認試験実施手
順書（案）」を参考に機器の検証を行うこと。・・・

25 H29.3.28
3次元出来形管理
等の施工管理

ICT活用工事計画書においてのICT建設機械による施工の採用
する技術番号の選択ですが、路体盛土、路床盛土は施工歩掛
上では、ブル敷均し、ローラー転圧となっていますが、実際現場
ではMCバックホウにて施工したく、掘削から盛土、法面整形まで
を全て、MCバックホウの２番を選択しても問題ありませんか？
現場的には延長が短いのでMCバックホウ敷均し後、GNSSロー
ラーによる転圧を行う予定です。

問題ありませんが、具体的な工事内容及び対象範囲については、
監督職員との協議により双方の合意を得て施工計画書に反映して
ください。

24 H29.2.23 ３次元起工測量
積雪などで地表面が計測できない場合の起工測量の実施方法
について教えて下さい？

ＩＣＴ活用工事の起工測量実施時に、積雪等の影響でＵＡＶ等によ
る地表面計測が困難な場合は、従来手法（横断測量）の結果を用
いて着工前の3次元地形面（ＴＩＮ）とすることができます。

＜参照＞
　○「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領
　　 （土工編）（案）」
　　　　第３節　空中写真測量（ＵＡＶ）による工事測量
　　　　　１－３－１　　起工測量
　○「レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）
　　 （案）」
　　　　第３節　ＬＳによる工事測量
　　　　　１－３－１　　起工測量

　　　　2）起工測量計測データの作成
　　　　　　　受注者は、計測した点群座標の不要点削除が終了
　　　　　 した計測点群データを対象にＴＩＮを配置し、起工測量
　　　　　 計測データを作成する。自動でＴＩＮを配置した場合
　　　　　 に、現場の地形と異なる場合は、ＴＩＮの結合方法を手
　　　　　 動で変更してもよい。また、管理断面間隔より狭い範
　　　　　 囲においては、点群座標が存在しない場合は、数量
　　　　　 算出において平均断面法と同等の計算結果が得られ
　　　　　 るようにＴＩＮで補間してもよいものとする。

23 H29.2.1
3次元出来形管理
等の施工管理

３次元設計データ作成時に線形データや横断図のない部分につ
いての確認方法を教えてください。

３次元設計データの確認は、３次元化する際の根拠を明確化する
ために実施するものです。
現場の既設構造物などに合わせて３次元設計データを作成する場
合は、合わせるべき箇所の３次元座標を示した資料を準備（発注
者との協議にて３次元座標を確認する）し、これを用いて３次元設
計データを作成します。
根拠資料として提出する資料も、上記で作成した資料の３次元座
標にチェックをいれます。

22 H29.1.26 ３次元起工測量

発注者から３次元測量データの提供が無い現状では、３次元起
工測量を行う指示を受けましたが、将来発注者から３次元測量
データを提供されるようになった場合には起工測量は不要になる
のでしょうか？

契約図書として工事箇所の３次元測量データが付与されるように
なった場合においても、ＩＣＴ活用工事として位置付ける場合におい
ては、起工測量が必要となります。
また、共通仕様書に記載の設計図書の照査における内容からも
工事着手前の基準測量等は不要にならないと現時点では考えて
います。
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

21 H29.1.16
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

ICT施工を希望する旨の協議書提出時、③ICT建機による施工だ
けを選択した場合、機械経費のみ変更計上となっていますが、
ICT建機による施工で使用する3Dデータ作成費用は計上できな
いでしょうか？また、ICT機械経費とは初期費等も込みでしょう
か？また、施工の前段階のICT活用工事計画書を提出するタイミ
ングで協議を挙げればよろしいでしょうか？

　３Ｄデータ作成費用の計上は、あくまでも「ＩＣＴ活用施工」の一連
のプロセスにおける３次元設計データの設計図書化において行わ
れるものであるため、問いの「③ＩＣＴ建設機械による施工」だけを
選択された場合においては、３Ｄデータの作成費用は計上できま
せん。なお、「②３次元設計データ作成」及び「③ＩＣＴ建設機械によ
る施工」の２項目のみを選択された場合も、これと同様です。
　また、機械施工経費については、「ＩＣＴ活用工事積算要領」に基
づき「システムの初期費」も計上します。
　また、協議のタイミングとしましては、施工前段階のＩＣＴ活用工事
計画書を提出する際に挙げて頂ければ結構です。ただし、上述の
とおり「③ＩＣＴ建設機械による施工」だけを選択された場合におい
ては、３Ｄデータの作成費用は計上できません。

20 H29.1.10
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

「ＩＣＴ活用工事積算要領（平成２８年１０月１日以降適用）」では、
25/100を機械経費を乗じると記載されていますが、この25/100
は10月以降に変更をする現場で適応と考えてよろしいですか？

掘削をＭＧもしくはＭＣ技術（バックホウ）で実施する場合は、「２５
／１００×ＰICT」となります。（法面整形作業（ＭＧもしくはＭＣ技術
（バックホウ））もしくは路体、路床、築堤の敷均し作業（ＭＧもしくは
ＭＣ技術（ブルドーザ））の場合は、「２５／１００×ＰICT」とはなりま
せん。）
　また、「ＩＣＴ活用工事積算要領（平成２８年１０月１日以降適用）」
の対象工事は、平成２８年１０月１日以降に入札公告を行う工事お
よび平成２８年４月１日から平成２８年１０月１日までに入札公告を
行った工事の内、設計変更契約を行う工事となります。

19 H28.12.16
3次元データの納
品

従来は完成図面を提出していますが、ＩＣＴ土工でも完成図面を
納品するのでしょうか？その場合、従来の完成図とは違う部分は
ありますか？

工事完成図については、従来どおり2次元の完成図を提出してくだ
さい。詳細は下記に従ってください。

＜起工測量結果により土工数量のみが変更となる場合＞
・標準横断図及び管理測点毎の横断図は残し、図中に※土工（数
量）については3次元データを正とし、横断図は参考図扱いとする
旨を記述してください。
・管理測点毎の横断図への出来形寸法の赤書きや起工測量結果
の横断図への反映等、現況の反映のための図面修正作業は土工
部分については不要です。

＜土工以外の構造物の位置関係や土工の積算区分の境界位置
が変更になる場合＞
・管理測点毎の横断図への設計変更の反映については、構造物
の位置関係や積算区分を表現するのに必要な管理測点に限り、
設計横断及び起工測量結果を受けた現地盤線の修正を反映させ
てください。

18 H28.12.6
ＩＣＴ活用工事の必
要書類

現在施工者希望Ⅱ型にてＩＣＴ施工を希望する旨の協議をＩＣＴ活
用計画書にて行っておりますが、④3次元出来形管理等の施工
管理項目の「出来形　3」だけを選択し「品質」は選択せず、協議
書を提出しましたが品質を選択していない工事は認められないと
回答がありました。全ての作業内容を選択出来る数少ない工事
（現場）しかＩＣＴ施工は希望出来ないのでしょうか、教えてくださ
い。

当該工事において、ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め回数管理を条件とし
て求めている場合、ＩＣＴ活用計画書における項目「④ ３次元出来
形管理等の施工管理」の「品質」を選択しなければ、「ＩＣＴ活用施
工」としては認められません。
例えば、切土工事の場合、盛土の品質管理であるＴＳ・ＧＮＳＳによ
る締固め回数管理を想定していないため、選択せずとも「ＩＣＴ活用
施工」として認められます。
また、法面整形の場合もＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め回数管理を想定
していないため、選択せずとも「ＩＣＴ活用施工」として認められま
す。
つまり、必ずしも全ての作業内容を選択する必要はありません。工
事の条件に応じ、必要な作業内容を選択下さい。
なお、当該工事において項目「③ ＩＣＴ建設機械による施工」を選
択されているのであれば、「ＩＣＴ活用施工」では無くても、協議等に
より契約変更の対象となります。

・補　足
「ＩＣＴ活用施工」とは、建設生産プロセスの下記段階において、ＩＣＴ
を全面的に活用する一連の施工の事を示します。
① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ＩＣＴ建設機械による施工
④ ３次元出来高管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

17 H28.12.6
ＩＣＴ建機による施
工（ＩＣＴ施工）

施工履歴データによる土工の出来高算出要領（P17～P19）で
は、作業装置の計測精度確認を実施することとなっているが、Ｕ
ＡＶ出来形測量やレーザスキャナによる出来形測量を行う場合も
必要でしょうか？

出来高部分払い方式を実施する場合に、ＩＣＴ建設機械から取得し
た施工履歴データによる簡便な土工の出来形数量算出を行うため
に実施（監督職員により提出を求められる場合もある）することが
求められます。ＵＡＶ出来形測量やレーザスキャナによる出来形測
量により出来高数量を求める場合には必要ありません。
ただし、ＩＣＴ建設機械を用いた施工においては、ＩＣＴ機器の初期設
定や日々の精度管理を適切に行うことは重要です。
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

16 H28.12.6
3次元出来形管理
等の施工管理

ＵＡＶ出来形測量における対空標識の設置について、"TSによる
計測"と“GNSSによる計測”の両方が必要なのか？

標定点および検証点の計測をＴＳで実施する場合は、「空中写真
測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）」（以下、要
領という。）１－２－７に準拠した計測を行ってください。
＜参照＞
① 標定点の計測は、「要領　１－４－３　空中写真測量（ＵＡＶ）に
よる出来形計測　【解説】」に下記の記載があります。
標定点および検証点の計測については、４級基準点および３級水
準点と同等の以上の精度が得られる計測方法をとる。

② この方法の一つとして、「要領　１－２－７　工事基準点の設置
【解説】”に下記の記載があります。
標定点を計測する場合は、基準点からTS、TSから標定点までの
計測距離（斜距離）についての制限を、３級TSは１００ｍ以内（2級
TSは１５０ｍ）とする。

15 H28.11.18
ＩＣＴ活用工事の積
算要領

システム初期費の考え方についてですが、11月10日に行われた
ICT会議資料「ICT施工普及促進に対するプログラム」の中に初
期費（MC･MGﾊﾞｯｸﾎｳ）＝598,000円/台・回という記載になってい
ます。これは、例えば工種として路床　路体　掘削　法面整形（切
土　盛土）等　5つに細分化されている場合どのようにシステム初
期費を計上すればよろしいでしょうか？
現状では　連続で施工するときは計上できない　一度搬出し再び
作業を行えば計上できるなど　明文化されていない状況での運
用となっています。

ＩＣＴ導入協議会の資料３－１Ｐ２２（３）⑫積算基準の見直しに記載
されているＩＣＴ建設機械の積算要領（抜粋）に記載の
ＭＣ・ＭＧバックホウ　初期費598,000円／台・回
ＭＣ・ＭＧブルドーザ　初期費548,000円／台・回
においてはそれぞれ一式あたり（円／式）の記載間違い（表記ミ
ス）です。
詳細はＩＣＴ活用工事積算要領が国土交通省ＨＰに掲載されている
のでそちらを参照ください

国土交通省ＨＰ：
　
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_0
00031.html

14 H28.11.9
ＩＣＴ活用工事の必
要書類

施工者の希望により、活用できる工事ですが第一段階の協議時
に必要な書類（様式）をご教授願います。

ＩＣＴ活用工事の手引き（受注者編）のＰ１７に記載の施工者希望Ⅱ
型での工事契約の際に必要な工事打合せ簿及びＩＣＴ活用工事計
画書について、用意願います。
なお、ＩＣＴ活用工事の手引き（受注者編）は、近畿地方整備局ホー
ムページに掲載されています。
　　掲載ＵＲＬ：
http://www.kkr.mlit.go.jp/plan/plan/planning/02_ICTtebiki.pdf
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ＩＣＴ施工ヘルプデスク　Ｑ＆Ａ
番号 回答日 区分 質　　　問 回　　　答

13 H28.10.28
3次元出来形管理
等の施工管理

「ＴＳを用いた出来形管理要領（土工編）平成24年3月国土交通
省」では、工事基準点の設置（P15）について、下記の記載があ
る。公共測量作業規程によると、４級基準点から工事用基準点を
設置した場合には、基準点の精度としては４級基準点と同等に
はならないと考えられるが、どのように解釈、運用すればよいの
か。

１－２－４　工事基準点の設置
【解説】
　出来形管理用TSによる出来形管理では、現場に設置された工
事基準点を用いて３次元座標値を取得し、この座標値から幅、長
さ等を算出する。このため、出来形の計測精度を確保するため
には、現場内に４級基準点又は、３級水準点と同等以上として設
置した工事基準点の精度管理が重要である。工事基準点の精
度は、「国土交通省公共測量作業規程」の路線測量を参考にし、
これに準じた。
工事基準点の設置に際し、受注者は、監督職員から指示を受け
た基準点を使用することとする。なお、監督職員から指示した４
級基準点及び３級水準点（山間部では４級水準点を用いても良
い）、もしくはこれと同等以上のものは、国土地理院が管理してい
なくても基準点として扱う。
・・・・（以下、省略）

本要領で規定しているのは、工事基準点を設置する際の作業方
法および測量精度の管理方法を規定しています。よって、監督職
員から指示される基準点（与点）を元に、公共測量作業規定の４級
基準点測量および３級水準点測量の実施手法に準じて基準点測
量、測量計算等を実施し、工事基準点の座標を定めることになりま
す。
　　監督職員から指示される基準点（与点）が４級基準点及び３級
水準点（山間部では４級水準点を用いても良い）もしくはこれと同
等以上の点（国土地理院が管理していない場合を含む）であった
場合でも、指示された基準点を正として工事基準点の設置を行い
ます。

12 H26.12.17
測位技術（ＴＳ・ＧＮ
ＳＳ盛土締固め管
理技術）

情報化施工でＧＮＳＳを用いる場合、耐震・耐衝撃構造のＧＮＳＳ
（情報化施工専用機）、あるいは耐震・耐衝撃を有する固定（設
置）をしたＧＮＳＳを用いるのでしょうか？
または、要領上の精度を有していれば、耐震・耐衝撃については
不問なのでしょうか？

TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領には規程はありませ
ん。測量機器性能基準第１１条では「外観、構造及び機能は測定
精度に影響しないものとする。」と記載されており、要領上の精度
を有し、施工時に耐震・耐衝撃に耐えうる機器であれば問題ありま
せん。現状では耐震・耐衝撃性能については、各社の基準しかあ
りません。

11 H26.12.17
施工技術（ＭＧ（ブ
ルドーザ））

ＭＧ敷均しにおいて、車体のクローラー下で高さ管理を行うことで
排土板の上下動作に影響を受けない管理ができるかと思われま
す。ブレード下の高さ判断ではなく、クローラ下での高さ判断でも
よろしいでしょうか？

MＧブルドーザ技術は、排土板の位置・標高をリアルタイムに取得
し、設計データとの差分を表示し、排土板を誘導する技術と定義し
ていますので、現段階ではクローラー下での高さ判断は出来ませ
ん。

10 H26.12.17

測位技術（ＭＣ・Ｍ
Ｇ＿ＴＳ・ＧＮＳＳ盛
土締固め管理技
術）

低い位置に高圧線等の架線がないかとありますが、ある場合の
対処方法はどのようにすればよろしいでしょうか？
（マルチパス等の不良データを加味すると、直下に基準局を設置
することは避けたほうが良いと思われますが、その場合の離隔
目安など）
（無線通信障害の欄で当項目が明記されていますが、現地踏査
にて障害がなければ運用しても良いのでしょうか？）

低い位置に高圧線等の架線がある場合の対処方法は近畿技術事
務所ホームページの現場対応集に掲載しています。ＭＣ・ＭＧブル
ドーザ現場対応集［施工者向け］ Ｐ７「２．３通信機器の選定」 に無
線通信障害発生時の対応例の中に、高圧線等の架線がある場合
の対処方法として、高出力の無線かRTK-GNSS基準局あるいは
TSと転圧機械の距離を短くして施工することで対応可能な場合が
ありますので、現地踏査で無線が通信可能か確認の上、監督職員
と協議して基準局を設置してください。
また、TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領には無線障害と
なる高圧線との離隔についての目安はありません。

9 H26.12.17
管理技術（TS・
GNSS盛土締固め
管理技術）

ＧＮＳＳについても検定書あるいは校正証明書とありますが、ＧＮ
ＳＳの精度判定が記載されているＪＳＩＭＡ基準に基づいた検査
成績書でよろしいでしょうか？
また、検定書の有効期限１年に合わせた、定期的な書面の発行
が求められるのでしょうか？

検定書あるいは校正証明書の提出について、TS・GNSSを用いた
盛土の締固め管理要領P１７ 「２．５精度の確認」に記載のとおり、
検定書あるいは校正証明書の提出が必要ですが、検定等が実施
されていることを確認できるカタログ等や精度がわかる資料も認め
られますで、ＧＮＳＳの精度判定が記載されているＪＳＩＭＡ基準に
基づいた検査成績書も「精度がわかる資料」に該当します。
有効期限が過ぎ、再検定が必要となった場合も検定を受けていた
だき、検定書を監督職員へ提出をお願いします。

8 H26.12.17
施工技術（TS・
GNSS盛土締固め
管理技術）

路肩部分や構造物周りについては、情報化施工における転圧管
理ではなく、従来通りの管理とあります。単位体積当たりで、砂
置換またはＲＩを行うということでよろしいでしょうか？
（路体盛土であれば1000m3単位での品質管理）また、ハンドガイ
ドローラー等の小型転圧機を用いる場合、その機種を用いた試
験施工結果を踏まえた転圧回数管理でもよろしいのでしょうか？

路肩部分や構造物周りについては、TS・GNSSを用いた盛土の締
固め管理要領P２９「３．３締固め」では締固め機械が近寄れない
場合、又は左記要領P３ 「１．２適用範囲」 では転圧管理ができな
い場合は、RI機器を用いた方法や砂置換法による従来手法による
管理となります。
また、TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理に摘要できる機械が
ブルドーザ、タイヤローラ、振動ローラ、他の準ずる機械（ロード
ローラ、ダンビングローラ等）となっており、小型転圧機による転圧
回数管理はできません。

7 H26.12.17
施工技術（TS・
GNSS盛土締固め
管理技術）

ＦＩＸ解を外れ、作業を中断しない場合、単位体積当たりの従来管
理ではなく、工法規定に準じた回数管理でもよろしいでしょうか？
（例：転圧作業をする箇所に、スプレー等で転圧回数をマーキン
グ　→転圧前後でそのマーキングのつぶれ具合を写真管理　＝
転圧回数の管理と証明が可能。ただし事前に監督員からの承認
を要する）

FIX解を外れた状態で作業を中断しない場合は、TS・GNSSを用い
た盛土の締固め管理要領P２９ 「３．３締固め」 記載のとおり、その
範囲は従来手法であるＲＩ機器を用いた方法や砂置換法による方
法で管理することになりますので、工法規定に準じた回数管理で
はなく、従来手法による管理となります。

6 H26.12.17
管理技術（TS・
GNSS盛土締固め
管理技術）

振動ローラーで転圧管理を行う際に、ＰＣ側の専用ソフトで振動
信号の有無判定とロギングする機能を有していれば要領準拠と
いうことでよろしいでしょうか？
（「有振時のみ位置座標を取得する機能」とは、ソフト側の「転圧
開始ボタン」を選択することで、振動転圧＆ロギングが開始する
機能ということでよろしいでしょうか？）

振動ローラにおける振動信号の有無判定とロギングする機能は、
TS・GNSSを用いた盛土の締固め管理要領P１６　「２．４機能の確
認　（５）システムの起動とデータ取得機能」の「振動ローラの場合
は、有振時のみ位置座標を取得する機能」に該当します。
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5 H26.1.29
管理技術（TS出来
形管理（土工））

土質形状が当初と違うものであった。そのため、新たに設計デー
タを作成し、土質の変化毎にTSによる計測を実施するように監
督職員から言われている。その場合もTSによる出来形管理を行
う必要があるのか。

トータルステーションによる来形管理要領(案)とおり、「設計変更等
で設計形状に変更があった場合においても基本設計データ作成ソ
フトウェアで基本設計データを編集し変更を行うこととなっていま
す。
また、土質の変化点については出来高を算出のために出来形管
理は必要です。
なお、設計データも作成するのが困難な場合は主任監督員との協
議で認められれば、従来の管理方法も可能と考えられます。

4 H25.12.5
管理技術（TS出来
形管理（舗装））

管理要領のP.26の「表－ 2 工種別のＴＳによる出来形管理項目」
で厚さについては「×出来形管理用ＴＳで管理不可」、「コアー・
掘起しによる」となっていますが、その理由についてお伺い致し
たします。

現段階ではTSの誤差が±5mm程度あります。舗装厚の規格値が
mm単位であり、誤差が大きいため舗装厚の適切な出来形管理が
出来ないことになります。またアスファルトの密度管理も「コア・掘り
起こし」により出来形管理を実施しています。

3 H25.12.4
管理技術（TS出来
形管理（土工））

当該工事では、設計で55万ｍ3の路体盛土から最終段階で25万
ｍ3程度に施工する見込みであります。
当初発注図面に記載の完成法面線が全ての断面において構築
できない状態で施工が終わると思われます。現在は、最終盛土
線より15ｍ程度内側で仮の法面を整形しており、最終もこの形の
ままとなります。
この場合、ＴＳ出来形管理ができるのでしょうか？
除外対象となるのでしょうか？
このまま仮に出来形を測定したとしても、設計値と対比ができな
い＝規格値とも対比できない。完成物としても何も出来形を比較
するものもない為、ただただ盛土線を測定しただけとなります。現
状は盛土材料が安定して供給されず、調達量が確定しないた
め、施工量が確定していない。

トータルステーションによる来形管理要領(案)１－３－１（解説）５の
記載とおり、「設計変更等で設計形状に変更があった場合は、そ
の都度、基本設計データ作成ソフトウェアで基本設計データを編集
し変更を行うこと」となっています。
現在見込まれている15m程度内側で仮の法面で基本設計データを
作成すればTS出来形管理は可能と考えます。
今回、施工量が確認出来ない場合は、設計データも作成するのが
困難な時もありますので、主任監督員との協議で認められれば、
従来の管理方法も可能と考えられます。

2 H25.11.8
管理技術（TS出来
形管理（舗装））

入札時にTS出来形管理（舗装）を選択して入札落札しています
がTSを用いた出来形管理要領（舗装工事編）では縁石、側溝、
管渠等も含まれています。
当現場では、舗装のみに適用を考えているのですが、入札落札
後に舗装のみでは契約不履行になりかねないと監督職員といわ
れている。縁石、側溝、管渠を控除させていただきたい理由は舗
装の三次元データは、起終点及び管理測点のデータを入力後は
トータルステーションを用いた管理で作業の自動ができますが縁
石、側溝、管渠は、多々現場合わせが発生し、当初の三次元
データが活かせない部分があるということなのですがこれは抜粋
の②及び③から監督職員と協議の結果から控除しても問題ない
でしょうか。

TSを用いた出来形管理要領（舗装工事編）のとおり、縁石、側溝、
管渠等もTS出来形管理（舗装）に含まれます。
現場合わせが多いとのことですが、事前に測量や設計照査を実施
されていると思われますのでデータ作成が可能ですし、TS出来形
管理（舗装）による計測が出来ない理由にすることは困難であると
考えられます。
要領1-2適用の範囲に記載されているとおり、設計データが作成で
きず、出来形計測が出来ない場合もありますので、実施できない
理由を明らかにしていただき、監督職員と協議をしていただく必要
があります。

1 H25.9.26
測位技術（TS出来
形管理（土工））

工事基準点と工事基準点間の設置間隔に100mの制限があるの
でしょうか。

工事基準点間に設置間隔の制限はありません。
工事基準点の設置に際する注意点として、TSによる計測範囲を網
羅できるような設置をお願いします。
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